
第２次かどま男女共同参画プラン推進状況等調査シート

平成30年（2018年）７月2日（月）

門真市市民生活部人権女性政策課



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り

1 身近な問
題とし
て、市民
に理解と
共感を広
げる

広報紙など
の媒体を通
じた啓発の
推進

あらゆる年代や立場
の人が男女共同参画
への理解を深めるた
め、広報紙などの媒
体を通じて啓発を進
めます

門真市男女共同参
画推進条例や第２
次かどま男女共同
参画プラン及びプ
ランの推進状況を
広報紙やホーム
ページ、セミナー
等の多様な媒体で
周知し、男女共同
参画への理解が深
まるように啓発し
ていく。

①市のホームページに「第2次かどま男女共
同参画プラン」、「条例」及び「推進状況
等調査シート」を掲載した。

②「第2次かどま男女共同参画プラン」、
「条例」及び「推進状況等調査シート」を
ホームページで公表することで啓発効果が
向上した。

③今後も女性サポートステーションを中心
に男女共同参画に関する広報やセミナーを
実施するなど意識の醸成に努める。

門真市男女共同参画推
進条例や第２次かどま
男女共同参画プラン及
びプランの推進状況を
広報紙やホームペー
ジ、セミナー等の多様
な媒体で周知し、男女
共同参画への理解が深
まるように啓発してい
く。

男女共同参画へ
の理解が深まる
ように、多様な
媒体を活用して
積極的に啓発し
ていることは高
く評価できる。
今後も引き続
き、女性サポー
トステーション
を中心に啓発活
動に努め、意識
の醸成に努めて
いただきたい。

人権女性政策課　

1

男女共同参
画に関する
認識を深め
る機会の充
実

講座などを開催し、
男女共同参画に関す
る認識を深める機会
の充実に努めます

男女共同参画週間
のみならず、あら
ゆる機会を捉えて
男女共同参画に関
する認識を深める
機会を提供する。

①6月27日に門真市立総合体育館サブア
リーナで奈須崇氏を講師に迎え「小説家が
描く男女の個性」をテーマに講演会を開催
した。
講演会以外の取り組みとしては、大阪府が
実施する講座やイベントについて本市ホー
ムページからも情報を得られるよう工夫し
た。また「男女共同参画週間」懸垂幕を作
製、6月1日から29日まで市本館庁舎へ掲
揚し週間の周知をした。

②講演会に関しては、市が実施する他のイ
ベントなどへ出向き、チラシを配布するな
どの事前周知に努めた。当日は102名(男女
比未把握)の参加があり、28年度の84名か
ら大幅に増加した。

③男女共同参画に関する認識が広がるよ
う、イベントの会場や開催日、周知方法な
どについて今後も工夫に努める。

男女共同参画週間のみ
ならず、あらゆる機会
を捉えて男女共同参画
に関する認識を深める
機会を提供する。

「男女共同参画
週間」懸垂幕の
作成・掲揚やチ
ラシ配布など、
積極的に取り組
んだ結果が、講
演会参加者の増
加につながって
いると評価でき
る。
今後も、イベン
トの会場や開催
日、周知方法な
どについて、さ
らに工夫に努め
ていただきた
い。

人権女性政策課　
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方針 施策

1 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

人 権 尊 重 意
識 を 高 め る
機会の充実

講座などを開催し、
人権尊重意識を高め
る機会の充実に努め
ます。また、性的マ
イノリティや性の多
様性も含め、人権尊
重意識を高めるため
の機会の確保とその
内容の充実に努めま
す

人権講座の開催時
期や時間帯の精査
を行い、内容を充
実させ、事業目的
を明確にすること
で参加者の増加に
つながるように工
夫し、さまざまな
テーマを提供し、
人権尊重意識を高
める。

①啓発月間・週間等に合わせ「高齢者の人
権」（参加人数43人）「性的少数者の人
権」（参加人数34人）、平和祈念映画上映
会「母と暮らせば」（参加人数200人）
ワーク・ライフ・バランス「父親が関われ
ば子育てが変わる！」（参加人数58人）
「生産者の人権を考える」（参加人数21
人）といった人権課題等について講演会や
イベントを開催することができた。

②特に8月に実施した非核・平和に関するイ
ベントは内容を参加者が興味を持ちやすい
ものにしたことで前年度の52人から200人
へと4倍近く参加者を増やすことができた。

③講座は年５回開催した。1回平均71人を
集客し、前年度平均の41人を上回った。さ
らなる集客を目指し、開催目的等を明確に
し、わかりやすい事業となるよう取り組
む。

年々様々な人権課題が
発生しているため、国
や大阪府などの動向を
注視しテーマ設定を考
えることや、開催時期
や時間帯の精査を行
い、参加者が参加しや
すい講演会やイベント
にすることで参加者の
増加につなげ、人権尊
重の意識を高める。

参加者が興味を
持ちやすい内容
で講演会やイベ
ントを実施する
など工夫が見ら
れ、参加者の大
幅な増加という
結果につながっ
ていることは、
高く評価でき
る。
今後も、さらに
工夫に努めてい
ただきたい。

人権女性政策課　

3

男女等の人
権を尊重し
た表現の推
進

広報紙やチラシ、パ
ンフレットなどの媒
体において、男女等
の人権を尊重した表
現の推進に努めます

広報やチラシ、パ
ンフレット等を作
成する際、男女の
人権尊重の視点に
基づく記述や
LGBTSの方にも配
慮した適切な表現
を使用するように
努めるとともに、
庁内各課が行う男
女の表現行為が適
切に運用されてい
るか必要な配慮を
行う。

①「表現ハンドブック　考えてみませんか
よりよい表現～人権尊重のために～」の
ホームページへの継続的な掲載とともに、
男女の人権尊重の視点から、適切な表現を
使用するように努めた。

②庁内の案内・パンフレット等の表現は、
担当課において適切に運用されていた。

③「表現ハンドブック　考えてみませんか
よりよい表現～人権尊重のために～」をよ
り多くの市民の方に見ていただけるように
努めるとともに、庁内での表現の運用につ
いて、さらに注視していく。

広報誌やチラシ、パン
フレット等に男女の人
権尊重の視点から、適
切な表現を使用するよ
う努めるとともに、庁
内各課が行う男女の表
現行為が適切に運用さ
れているか必要な配慮
を行う。

庁内各課が行う
表現行為は、多
くの市民の目に
触れるものであ
るので、ジェン
ダー・バイアス
の再生産などに
つながるもので
あっては絶対な
らない。庁内各
課の表現行為が
適切なものと
なっているかど
うかについて、
絶えずきめ細か
に注視していた
だきたい。

人権女性政策課　
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2 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 地域団
体、企業
などと一
体となっ
た啓発を
進める

地域団体、
企業などに
対する働き
かけ

地域団体や企業など
に対し、男女共同参
画社会の実現に向け
た取り組みが推進さ
れるように、働きか
けます

市内企業や地域団
体を対象に、男女
共同参画に関する
啓発事業を実施
し、各組織内にお
いて取組が進むよ
う働きかける。

①大阪府や大阪企業人権協議会が実施する
公正採用や男女雇用機会均等に関する講座
（人権リーダー養成講座や人権・同和問題
企業啓発講座等）などについて、門真市企
業人権推進連絡会会員に対して周知し参加
いただいたほか、人権協会の構成団体であ
る自治連合会やPTA協議会などの地域団体
に対し、本市が実施する啓発事業（年５回
実施している人権講座「ともに生きる」）
の情報提供を行った。

②企業や地域団体に対し情報提供が行え
た。

③企業人権推進連絡会や人権協会に加入し
ていない企業や団体にも啓発を進める方法
を検討する必要がある。

市内企業や地域団体を
対象に、男女共同参画
に関する啓発事業を実
施し、各組織内におい
て取組が進むよう働き
かける。

現在情報提供が
できていない企
業人権推進連絡
会や人権協会に
加入していない
企業や団体に対
する情報提供や
啓発促進の方法
の検討が強く望
まれる。

人権女性政策課　

5

3 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

3 男女共同
参画に関
する情報
を収集
し、提供
する

大 阪 府 等 関
係 機 関 と の
連 携 に よ る
男 女 共 同 参
画 に 関 す る
情 報 の 収 集
と提供

あらゆる場面で男女
共同参画の意識が醸
成されるよう、大阪
府等関係機関と連携
し、情報の収集や提
供に努めます

国や大阪府等関係
機関との連携によ
り、男女共同参画
に関する情報収集
に努め、市民に提
供する。

①大阪府やハローワークが実施するセミ
ナーなどのチラシや、内閣府発行の月間総
合情報誌「共同参画」を人権女性政策課や
女性サポートステーションの啓発コーナー
に配架するなど情報提供した。また、市HP
で女性の活躍・両立支援サイト（厚労省委
託事業）を引き続き紹介し、市内企業の行
動計画や取組を見ることが出来るようにし
ている。

②市HPで紹介していることで、男女共同参
画に関する企業の取り組みや各市の情報な
どを広く周知できた。
　
③多くの情報を収集し、講演やセミナー実
施時なども含め、あらゆる機会を捉えて情
報提供に努める。

国や大阪府等関係機関
との連携により、男女
共同参画に関する情報
収集に努め、市民に提
供する

女性サポートス
テーションの啓
発コーナーや市
HPを活用し
て、様々な情報
を積極的に提供
していることは
評価できる。
今後も引き続
き、多くの情報
を収集し、市民
に情報提供して
いただきたい。

人権女性政策課　

6

メ デ ィ ア を
活 用 し た 男
女 共 同 参 画
の推進

メディアの発信する
内容を主体的に選択
し、読み解き、活用
できる能力の向上を
図るため、関係課や
大阪府等関係機関な
どと連携した取り組
みを進めます

市ホームページや
広報、チラシなど
様々な手段を活用
し、関係機関から
収集した男女共同
参画に係る情報を
より多くの市民に
提供するよう努め
る。

①市HPで内閣府男女共同参画局と大阪府の
該当ページや女性の活躍・両立支援サイト
（厚労省委託事業）を紹介し、男女共同参
画に関するあらゆる取り組みの情報を提供
している。

②市HPで紹介していることで、男女共同参
画に関する企業の取り組みや各市の情報な
どを広く周知できた。

③引き続き関係課や機関と連絡を密にし、
最新情報の収集や提供に努める必要があ
る。

市HPや広報、チラシ
など様々な手段を活用
し、関係機関から収集
した男女共同参画に係
る情報をより多くの市
民に提供するよう努め
る。

多様な媒体（メ
ディア）を活用
し、多様な情報
を広く市民提供
していることは
評価できる。
引き続き、関係
課や関係機関と
連絡を密にし
て、情報収集と
情報提供に努め
ていただきた
い。

人権女性政策課　
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4 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 1 保育所・
幼稚園・
学校など
におい
て、男女
共同参画
意識を育
む

男女共同参
画意識を育
む保育の推
進

保育所において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする保育を進
めます

保育所保育指針に
基づく子どもの個
性を尊重した保育
の実施。

①保育所保育指針の趣旨に基づき、子ども
一人ひとりの個性を尊重し、その能力を発
揮できる環境づくりを園全体の取り組みと
して展開した。

②園生活や遊びを通じ、子どもが性別にと
らわれず個性を尊重する意識づくりが図ら
れた。

③今後も、子どもへの言葉かけなどを通
じ、男女共同参画と一人ひとりの個性を尊
重する意識が醸成されるよう、子どもの心
の育成に配慮していきたい。

保育所保育指針に基づ
く子どもの個性を尊重
した保育の実施。

引き続き、保育
所保育指針の趣
旨や門真市教育
大綱の趣旨に基
づき、幼児の段
階からジェン
ダー・バイアス
をかけないよう
な組織的取組な
ど、子ども一人
ひとりの個性が
性別にとらわれ
ることなく尊重
されるような保
育を実施してい
ただきたい。

保育幼稚園課

8

保育所職員
研修の充実

保育所職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った保育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女共同参画の視
点に立った保育を
推進するための研
修への参加促進及
び企画・実践。

①男女共同参画の視点に立った保育を実践
していくため、研修参加が可能な体制を整
備し、各種研修への参加を促した。

②研修の参加者のみならず、報告を通じて
園全体で研修内容を共有し、研修の成果を
より効果的に発揮することができた。

③外部研修への参加促進を図るのみなら
ず、男女共同参画の意識の醸成に資する研
修の企画・実践を図っていきたい。

男女共同参画の視点に
立った保育を推進する
ための研修への参加促
進及び企画・実践。

研修は、参加者
個人という観点
においても重要
であるが、組織
的研修という観
点においても非
常に重要である
ので、今後も引
き続き、研修へ
の参加促進、研
修内容の園全体
での共有を図る
などしていただ
きたい。

保育幼稚園課

9

多
様
な
選
択
を
可
能
に
す
る
教
育
・
学
習
の
推
進

5 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

男 女 共 同 参
画 意 識 を 育
む 教 育 の 推
進

幼稚園において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする教育を進
めます。また、性別
にとらわれず、男女
が主体的な選択を可
能にするための個性
や能力を尊重した進
路・生徒指導を進め
ます

幼稚園教育要領に
基づく子どもの個
性を尊重した幼児
教育の実施。

①幼稚園教育要領の趣旨に基づき、園全体
で男女共同参画と一人ひとりの個性の尊重
を基本とした幼児教育を展開した。

②男女共同参画と園児それぞれの個性を尊
重するため、職員間で情報共有を図り、一
体的な取り組みを行うことにより、性別に
とらわれず個性を尊重する視点に立った教
育を実践した。

③より男女参画と個性を尊重する意識の向
上に向けた、実践的、かつ発達段階に応じ
た取組を推進していきたい。

幼稚園教育要領に基づ
く子どもの個性を尊重
した幼児教育の実施。

幼稚園教育要領
の趣旨や門真市
教育大綱の趣旨
に基づき、今後
も引き続き、子
ども一人ひとり
の個性が性別に
とらわれること
なく尊重される
ような幼児教育
を、組織的に実
施していただき
たい。

保育幼稚園課
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男 女 共 同 参
画 意 識 を 育
む 教 育 の 推
進

学校において、男女
共同参画と一人ひと
りの個性の尊重を基
本とする教育を進め
ます。また、性別に
とらわれず、男女が
主体的な選択を可能
にするための個性や
能力を尊重した進
路・生徒指導を進め
ます

男女共同参画と一
人ひとりの個性の
尊重を基本とした
教育を推進するた
め、男女平等教育
推進委員会等にお
いて情報共有や意
見交流を行い、
キャリア・進路を
見据えた取組を推
進する。

①男女平等教育推進委員会において、各校で
の取組推進の参考になるよう、実践交流や
ワークショップなどを行い、男女共同参画の
視点をもった取組の報告を行った。
※実践交流　各校１名以上の推進委員が出席
して行う「男女平等教育推進会議」におい
て、各校の今年度の計画や予定、実践等を報
告し合う。また、20校の取組みを表にまとめ
て、各学校で周知・活用するようにしてい
る。「じゃんけんポン　アイコでしょ」の教
材を使った授業実践を報告した。
※ワークショップ　平成29年7月5日　大阪
府教育センターより講師を招き、「男女平等
教育の観点に立った学校での取組み」という
テーマで学習会を行った。この学習会の中
で、取り組みに役立つ「ワーク」を紹介いた
だいた。平成29年9月12日行った学習会の
中で「ワールドカフェ」を行った。「少人
数、他校の先生と話すことで、自校でも実践
を広めようという意識が高まった。」という
感想があった。

②推進委員会での内容をもとに、男女共同参
画の視点から性別にとらわれず、一人ひとり
が大切な存在であることに気付くことができ
るような取組ができた。

③新たな情報を取り入れつつ、今後も継続し
て取組を進める中で、子どもたちの意識を育
んでいくことが必要である。

男女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を基
本とした教育を推進す
るため、男女平等教育
推進委員会等において
情報共有や意見交流を
行い、進路・生徒指導
を含めた様々な教育活
動において取組を推進
する。

男女平等教育推
進委員会におい
て、実践交流や
ワークショップ
など積極的に取
り組んでいるこ
とは評価でき
る。
今後も、新たな
情報を取り入れ
つつ、継続して
積極的に取り組
んでいただきた
い。

学校教育課
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6 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

幼 稚 園 ・ 学
校 教 職 員 研
修の充実

学校教職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った教育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女平等教育推進
委員会を中心に、
各校園での充実し
た実践に繋がるよ
うな教職員研修を
実施する。

①男女平等教育推進委員会や学習会におい
て、「第２次かどま男女共同参画プラン」
を周知した。また、男女平等教育推進委員
会において、男女共同参画の視点に立った
教育について拡大学習会を行った。

②教職員自身が日常の学校生活での「隠れ
たカリキュラム」について考えるきっかけ
となった。
※隠れたカリキュラムとは：教育する側が
意図する、しないにかかわらず学校生活を
営む中で、子ども自らが学びとっていくす
べての事柄を言う。学校・学級の隠れたカ
リキュラムを構成するのは、それらの場の
有り方や雰囲気といったもの。」

③研修に参加した教員の学びや気づきを、
実践的な取組につなげ、各校へ広げる必要
がある。

男女平等教育推進委員
会を中心に、各校での
充実した実践につなが
るよう工夫をし、教職
員研修会や実践交流会
を実施する。

「隠れたカリ
キュラム」につ
いて、教職員自
身の学びや気づ
きにつながる拡
大学習会を実施
するなど、充実
した研修が行わ
れていると評価
できる。
研修の成果が、
各校での実践的
取組として現れ
てくることを期
待する。

学校教育課
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幼 稚 園 ・ 学
校 教 職 員 研
修の充実

幼稚園職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った教育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女平等教育推進
委員会を中心に、
各学校園での充実
した実践につなが
るよう、教職員研
修会や実践交流会
を実施する。

①園内人権研修を通じて男女平等教育を推
進した。

②男女の区別と差別の違いに対する教職員
の意識を高めることができた。

③男女共同参画の視点に立った、より実践
的な取り組みを各園に広げること。

男女平等教育の推進に
ついて、各園での実践
につながる教職員研修
を実施する。

男女平等教育を
推進するための
園内人権研修は
重要であるの
で、今後も継続
していただきた
い。
園内人権研修の
さらなる充実に
よって、実践的
な取組が各園に
広がることを期
待する。

保育幼稚園課
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7 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

キャリア教
育の推進

子どもたちが将来の
夢や希望をしっかり
と描き、学ぶことや
働くことへの意欲や
目的をより確かなも
のにするために、引
き続き中学校で行わ
れる職場体験学習を
より充実させるとと
もに、各中学校区に
おいては、小・中学
校の一貫した系統的
なカリキュラムによ
るキャリア教育を研
究し、実践を進めま
す

めざす子ども像作
成検討委員会等
で、保・幼・小・
中学校における系
統的なカリキュラ
ムやキャリア教育
についての研究を
進め、各中学校区
キャリア教育全体
計画に基づいた実
践をさらに積み重
ねていく。

①各中学校において、学ぶことや働くこと
への意欲や目的をより確かなものにするた
めに、職場体験学習や大学での体験学習が
行われた。また、中学校区のめざす子ども
像を基にした中学校区のキャリア教育計画
をもとに幼・小・中の繋がりを意識した取
組を進めることができた。

②各校区における系統なキャリア教育の重
要性への理解が深まっており、中学校区ご
との連携したキャリア教育の実践を積み重
ねることができている。

③日々の教育活動の中で、いかにキャリア
教育を意識して授業や行事に結び付けてい
くかが課題である。

めざす子ども像検討委
員会等で、保・幼・
小・中学校における系
統的なカリキュラムや
キャリア教育について
の研究を進め、各中学
校区キャリア教育全体
計画に基づいた実践を
さらに積み重ねてい
く。

キャリア教育全
体計画に基づく
実践の積み重ね
や、カリキュラ
ムの系統性に関
する研究が行わ
れていることは
評価できる。
キャリア教育の
実践の成果を他
の自治体と比較
するなどして検
証し、検証結果
に基づいて改善
することが望ま
れる。
また、市民への
積極的な分かり
やすい広報が強
く望まれる。

学校教育課
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保 護 者 に 対
す る 男 女 共
同 参 画 社 会
の 啓 発 の 推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

あらゆる機会を通
じ、更なる保護者
の男女共同参画促
進に向けた啓発・
助言等の推進。

①懇談や行事などの機会をとらえ、男女共
同参画の啓発に努めるとともに、男女共同
参画の視点で保護者会活動が運営されるよ
う助言等に努めた。また、子どもに関する
相談を通じ、各家庭が抱える問題について
適切に対応するとともに、必要に応じて関
係機関と連携し、支援に取り組んだ。

②保護者間において男女共同参画の意識が
高まってきており、行事参加や子どもの送
迎、家庭が抱える問題などにおいて父母が
ともに関わる家庭が増加している。

③すべての保護者が男女共同参画の視点に
立った活動を実践されるよう今後とも、あ
らゆる機会をとらえ、啓発に努めていきた
い。

あらゆる機会を通じ、
更なる保護者の男女共
同参画促進に向けた啓
発・助言等の推進。

保護者間におい
て男女共同参画
の意識が高まっ
てきていること
は、取り組みの
成果として高く
評価できる。
今後も、すべて
の保護者が男女
共同参画の視点
に立った活動を
実践されるよ
う、あらゆる機
会を用いて啓発
に努めていただ
きたい。

保育幼稚園課
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8 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

保 護 者 に 対
す る 男 女 共
同 参 画 社 会
の 啓 発 の 推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます。

男女共同参画の視
点に立ったＰＴＡ
活動の実施に向
け、他課と連携を
して働きかけを行
う。また、男女共
同参画の視点に
立った家庭教育の
重要性についての
啓発が進むよう、
引き続き男女平等
教育推進委員会等
をとおして、各学
校園での取組みを
進める。

①学校園等における男女共同参画や子ども
にとっての男女共同参画について、学校で
の取組みをＰＴＡ活動の中でも周知するな
ど、理解を深められるよう啓発した。

②男女共同参画の視点に立った家庭教育の
重要性についての啓発が進むよう、男女平
等教育推進委員会等でPTA活動の情報共有
や意見交流を行うことができた。

③男女共同参画社会の啓発のより一層の推
進のため、ＰＴＡ活動をとおして保護者へ
の啓発が進むよう今後も他課と連携をし取
組を進める。

男女共同参画の視点に
立った家庭教育の重要
性についての啓発が進
むよう、各学校での取
組みをPTA活動をと
おして周知できるよ
う、男女平等教育推進
委員会等での情報共有
を行う。

今後も、学校で
の取組みをＰＴ
Ａ活動を通して
周知するなど、
男女共同参画の
視点に立った家
庭教育の重要性
について、保護
者への啓発推進
に積極的に取り
組んでいただき
たい。

学校教育課
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2 男女共同
参画を進
める多様
な学習機
会を提供
する

男女等のエ
ンパワーメ
ントやチャ
レンジのた
めの能力開
発や学習機
会の充実

男女が個性と能力を
発揮できるように、
意識啓発を行うとと
もに、能力開発や技
術の向上のための講
座など学習機会の提
供の充実に努めます

能力開発や技術の
向上のための講座
など学習機会の提
供に努める。

①パソコン初心者を対象としたパソコン講
座をまた、男女問わず個人の達成感と成長
を感じられる機会を提供するため「趣味の
一日講座」（がまぐち制作、絵手紙制作）
を開催した。

②趣味の一日講座ではがまぐち制作で延べ
66人（男：0人、女：66人）、絵手紙制作
で43人（男：0人、女：43人）、パソコン
講座の受講者数は延べ153人（男女比不
明）であり、学習機会の提供に努めた。

③今後も利用者のニーズの把握に努め、講
座のスクラップアンドビルドを図っていき
たい。

能力開発や技術の向上
のための講座など学習
機会の提供に努める。
30年度は新たに「女
子力UP講座」を開催
予定。

「男女問わず個
人の達成感と成
長を感じられる
機会を提供する
ため」という考
え方に基づく講
座開講は評価で
きる。
30年度の事業
目標にある「女
子力…」という
文言の使い方は
慎重であるべき
と思われる。

社会教育課
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男 性 の 家 庭
生 活 や 地 域
活 動 へ の 参
加 を 促 進 す
る 機 会 の 充
実

子育て期の父親のみ
ならず、退職後の男
性などが子育てや介
護、料理などが必要
になったときにも困
らないように、知識
や技術習得のための
教室を開催します

引き続き、男性
（父親等）が気軽
に参加できるよう
な講座内容や環境
等を整備して、男
性参加者の増加を
図る。

①上記の男女問わず参加できる講座のほか
「俺ヨガ」と題して、男性限定のヨガ教室
を開催。

②俺ヨガには延べ74人の参加があった。

③今後も男性が参加しやすい内容や時間帯
での講座開催を検討するとともに、広報等
を通じて講座内容のＰＲに努めていきた
い。

引き続き、男性（父親
等）が気軽に参加でき
るような講座内容や環
境等を整備して、男性
参加者の増加を図る。

男性参加の成果
は評価できる。
これを維持させ
つつ、家庭生活
への参加を促せ
る講座を整備
し、その効果を
期待する。

社会教育課
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9 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

3 女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

1 暴力を許
さない社
会をつく
るための
啓発を進
める

市 民 に 対 す
る Ｄ Ｖ や セ
ク シ ュ ア
ル ・ ハ ラ ス
メ ン ト な ど
の 啓 発 の 推
進

市民に対し、ＤＶや
セクシュアル・ハラ
スメントなど、男女
間等における暴力を
なくすため、啓発を
進めます。また、売
買春やストーカーな
ど女性の人権を侵害
する行為について、
認識を高めるための
啓発を進めます

啓発事業等におい
て、売買春やス
トーカーなど女性
の人権を侵害する
行為について、認
識を高めるための
取組みを進める。
また、女性に対す
る暴力をなくすた
め、啓発に努め
る。

①女性サポートステーションにおいて女性
のための相談を実施していることを年３回
広報で周知したほか、市HPのトップページ
の「さまざまな相談」バナーから、２ク
リックで相談に関する情報にアクセスでき
るよう工夫している。また、１１月の「女
性に対する暴力をなくす運動」期間に女性
サポートステーションをパープルバルーン
で装飾したほか、ポスターを掲示し、啓発
を強化した。更に市HPに女性の健康と権利
に関する記事を掲載している。

②市HPや広報、女性サポートステーション
での啓発活動により、女性の権利や女性に
対する暴力の相談窓口に関する情報提供が
出来た。

③情報提供に継続して取り組み、DVやセク
ハラに関するセミナーや講座などを開催
し、広く啓発に努める。

啓発事業等において、
売買春やストーカーな
ど女性の人権を侵害す
る行為について、認識
を高めるための取組み
を進める。また、女性
に対する暴力をなくす
ため、啓発に努める。

前年度の継続を
評価する。
広く、目に触れ
る工夫が重要で
あると思われ
る。
他課との連携を
期待する。

人権女性政策課　
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企 業 に 対 す
る セ ク シ ュ
ア ル ・ ハ ラ
ス メ ン ト な
ど の 啓 発 の
推進

企業に対し、職場に
おけるセクシュア
ル・ハラスメントに
対する理解と認識を
深めるための啓発を
進めます

市内企業にハラス
メントに関する研
修を実施するとと
もに、大阪府総合
労働事務所が発行
する「職場のハラ
スメント防止・対
応ハンドブック」
を提供し企業内で
の啓発活動に取り
組む。

①市内１企業に対しハラスメントに関する
出前研修（「職場を取り巻く様々なハラス
メント」参加人数30人　男女比概ね5：
5）を実施したほか、門真市企業人権推進連
絡会、大阪企業人権協議会と連携し、啓発
パンフレットの配布や啓発講座の情報提供
を行った。

②啓発パンフレットの配布や啓発講座の情
報提供はできたが、「職場のハラスメント
防止・対応ハンドブック」の配布がなかっ
たため、企業へ提供することができなかっ
た。

③大阪企業人権協議会が実施するハラスメ
ント問題に関する研修の参加者は延べ４社
４名であったため、さらに参加者が増加す
るよう周知方法を工夫する必要がある。

市内企業にハラスメン
トに関する研修を実施
するとともに、様々な
機会をとらえ啓発パン
フレットの配布や啓発
講座への参加促進に取
り組む。

大阪企業人権協
議会が実施する
ハラスメント問
題に関する研修
の参加者は延べ
４社４名という
ことで、前年度
より低下してい
る。毎年、再確
認していくこと
の重要性を啓発
することも必要
であると思われ
る。

人権女性政策課　
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10 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

教 職 員 に 対
す る セ ク
シ ュ ア ル ・
ハ ラ ス メ ン
ト な ど の 啓
発の推進

教職員に対し、児
童・生徒に対するセ
クシュアル・ハラス
メントを防止するた
め、児童・生徒のた
めの相談体制の整備
や、管理職をはじめ
とした教職員の研修
の充実を図ります

教職員が児童・生
徒の立場に立った
問題意識をもてる
よう、より効果的
な研修を行う。

①門真市セクハラ防止指針の周知をはか
り、セクハラ防止研修を各校にて実施し
た。また、管理職人権研修会や男女平等教
育推進委員会において、５月に改訂された
大阪府教育庁作成の「教職員による児童・
生徒に対するセクシュアル・ハラスメント
防止のために」を踏まえた研修を行った。

②管理職をはじめとした教職員のセクハラ
への問題意識を明確にすることができた。

③今後も計画的・継続的な研修や啓発を行
い、さらなる教職員の意識向上を図る。

教職員が正しい知識を
身につけ、児童・生徒
の立場に立った問題意
識をもてるよう、より
効果的な研修を行う。

28年度の推進
状況記載は「全
教職員対象」で
あったが、29
年度は、「各校
にて実施」であ
る。全教職員の
意識向上に向け
て、全員の研修
であるべきと思
われる。
管理職研修は、
組織としての対
応の面から評価
できる。

学校教育課

21

デートＤＶ
の啓発の推
進

若い世代などに対
し、デートＤＶにつ
いて、社会的な課題
であることの認識を
深めるため、啓発を
進めます

様々な機会を捉え
て若い世代にデー
トDVに関する啓発
講演会等の啓発活
動を行う。（全教
職員対象で各校で
行われている）

①大阪府が作成した啓発パンフレット
「知っていますか？デートDV」を人権女性
政策課前及び女性サポートステーションに
配架した。
また、中北河内ブロック男女共同参画施策
担当者会議等で、各市の啓発状況について
教示を受けた。

②チラシの配布に留まったが、効果的な啓
発の進め方について、検討を進めることが
できた。

③引き続きより多くの方に周知できるよう
工夫する必要がある。

様々な機会を捉えて若
い世代にデートDVに
関する啓発活動を行
う。

デートDVに関
する啓発講演会
等の啓発活動
が、全教職員対
象で各校で行わ
れていること
は、評価でき
る。他課との連
携が必要である
が、デートDV
の状況把握に努
める時期である
かと思われる。

人権女性政策課　

22

母 子 保 健 事
業 な ど を 通
じたDV防止
の 啓 発 や 相
談の充実

妊産婦やその配偶者
に対し、母子健康手
帳の交付や乳児家庭
全戸訪問などの機会
に啓発や相談を進め
ます

新たに母子健康手
帳の交付時に妊
娠・出産に関する
専門性の高い助産
師による面接を実
施し、必要なケー
スに早期に支援を
開始する。また、
引き続き個別面
談、家庭訪問並び
に健診等をとおし
て啓発に努める。

①母子健康手帳の交付時に、助産師等によ
る全数面接を実施し妊婦の状況把握に努め
た。

②妊娠期からの状況把握及び早期介入がで
きた。（妊娠期からの状況把握の件数は、
792（妊娠届出）＋89（転入妊婦）＝
871件）

③引き続き助産師等による全数面接から必
要なケースには早期に地区担当保健師の介
入につなげる。

引き続き、母子健康手
帳の交付時に妊娠・出
産に関する専門性の高
い助産師等による面接
を実施し、必要なケー
スに早期に支援を開始
する。また、個別面
談、家庭訪問並びに健
診等をとおして啓発に
努める。

前年度の継続を
評価する。
「早期介入がで
きた」件数、状
況等の情報共有
の上、防止に役
立てていただき
たい。

健康増進課
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11 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

学 校 な ど に
お け る 人 権
教育の推進

児童・生徒に対し、
小・中学校において
暴力を許さない心を
育む人権教育を進め
ます

社会的性差につい
ての調査結果をま
とめた冊子を活用
し、各学校におい
て、子どもたちの
実態に応じた様々
な「暴力」を許さ
ない人権教育を推
進していく。

①アンケート調査の分析結果をまとめた冊
子を各校の教育活動に活用した。また、性
教育のなかでデートDVについても学習をし
た。

②昨今の課題について教職員及び児童・生
徒が考えることができた。

③社会的性差を含めた様々な人権課題に潜
む「暴力」を許さない人権教育を引き続き
進める。

昨今の課題であるデー
トDVなどを含め、子
どもたちの実態に応じ
た様々な「暴力」を許
さない人権教育を推進
していく。

アンケート調査
の分析に続き、
教職員研修の実
施を経て、29
年度に児童・生
徒が学習機会を
得たことは、大
変評価できる。
継続して、様々
な「暴力」を許
さない人権教育
の推進に尽力さ
れたい。

学校教育課

24

医 療 ・ 保
健 ・ 福 祉 関
係 者 や 保 健
福 祉 施 設 、
地 域 団 体 な
ど に 対 す る
周知

医師会や保健福祉セ
ンター、門真市民生
委員児童委員協議
会、校区福祉委員会
などに対し、ＤＶを
はじめ児童虐待や高
齢者虐待、障がい者
虐待など、暴力被害
者を見逃さないよう
に、通報窓口や通報
方法などの周知を図
ります

関係課・関係団体
と連携し、当課所
管の門真市民生委
員児童委員協議
会、門真市社会福
祉協議会等の団
体、担い手に対す
る関連情報の提供
に努める。

①児童虐待等の通報窓口、通報方法などに
ついて、門真市民生委員児童委員協議会の
定例会にて啓発グッズを配布し周知をおこ
なった。

②児童虐待等の通報窓口等についての周知
が図れた。

③市内で情報が行き届かないことも考えら
れるので、今後も引き続き更なる周知を行
うよう努める必要がある。

関係課・関係団体と連
携し、当課所管の門真
市民生委員児童委員協
議会、門真市社会福祉
協議会等の団体、担い
手に対する関連情報の
提供に努める。

児童虐待等の通
報窓口、通報方
法などについ
て、さらなる情
報の情報の網羅
に努めていただ
きたい。

福祉政策課

25

被 害 者 を 発
見 し や す い
立 場 に あ る
職 員 に 対 す
る情報提供

ＤVや虐待に対して
適切な対応ができる
ように、関係課の相
談窓口職員や教職員
などのスキルアップ
を図るため、情報を
収集し、提供します

大阪府等が開催す
るＤＶ等研修会の
庁内周知を図り、
職員及び相談員の
参加を促し、スキ
ルアップを図ると
ともに、庁内関係
課との情報共有の
機会を充実させ
る。

①府が実施する研修などに本課職員を参加
させ、最新情報の収集に努めるとともに、
その内容を関係機関に報告し、情報の共有
にも努めた。また、29年10月24日に人事
課と協力し「DV被害者への支援と連携～相
談者理解と現実的課題への対応～」と題し
て窓口業務での対応を想定した職員研修を
実施し相談員も参加した。

②庁内関係課との情報共有が進んだ。ま
た、研修によって窓口職場の職員のスキル
アップにつながった。

③継続して庁内関係課と情報共有に努める
とともに、職員がDV被害者へ適切な対応が
できるよう研修などを実施していく。

大阪府等が開催するＤ
Ｖ等研修会の庁内周知
を図り、職員及び相談
員の参加を促し、スキ
ルアップを図るととも
に、庁内関係課との情
報共有の機会を充実さ
せる

昨年度同様の職
員研修に、今年
度は「相談員」
も参加とのこと
で、情報共有が
図られたと思わ
れる。
すべての職員が
適切な対応が取
れるよう、さら
なる情報共有に
努めていただき
たい。

人権女性政策課　
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12 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

女 性 に 対 す
る 暴 力 表 現
を 含 む 屋 外
広 告 物 の な
い ま ち づ く
りの推進

女性に対する暴力表
現を含む屋外広告物
に対し、門真市美し
いまちづくり推進協
議会や地域団体と連
携し、指導、警告、
撤去活動を進めます

広報紙やホーム
ページへの周知と
伴に門真市美しい
まちづくり推進協
議会不法屋外広告
物対策部会及び門
真市違法屋外広告
物追放推進団体に
よる撤去活動の推
進に努めていく。

①門真市美しいまちづくり推進協議会の不
法屋外広告物対策部会において、毎月１回
京阪電鉄門真市駅及び古川橋駅周辺の不法
屋外広告物撤去活動と啓発活動を行ってい
る（８、９月を除く）。また、自治会や市
民団体による撤去活動及び公益社団法人門
真市シルバー人材センターへの業務委託も
行っている(H29撤去件数　計2,751件)。

②昨年度に比べ違法屋外広告物の減少が伺
われ、またまちの景観も良くなってきた。

③さらなる市民への周知を図るための工夫
が必要である。

広報紙やホームページ
への周知と伴に門真市
美しいまちづくり推進
協議会不法屋外広告物
対策部会及び門真市違
法屋外広告物追放推進
団体による撤去活動の
推進に努めていく。

昨年度に引き続
き、違法屋外広
告物の減少が伺
われ、まちの景
観も良くなって
きたとのこと、
継続した活動に
期待する。

環境政策課
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2 安心して
相談でき
る体制を
充実する

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

定期的に広報紙や
ホームぺージを中
心に、女性のため
の相談、人権相
談、人権擁護委員
による相談や関係
機関での専門分野
も含めた相談の周
知を図り相談体制
の充実をめざす。

①各種相談事業について定期的に広報や市
HPに掲載し、市HPトップページの各種相
談のバナーから２クリックで情報にアクセ
スできよう工夫しているほか、女性サポー
トステーションセミナーの参加者には、毎
回口頭で相談窓口の案内をした。

②相談窓口の周知に加え、HPにおける相談
窓口情報に至るまでの手順を簡素化しアク
セスしやすくしている。

③引き続き効果的な周知方法などを検討し
ていく。

定期的に広報紙やホー
ムぺージを中心に、女
性のための相談、人権
相談、人権擁護委員に
よる相談や関係機関で
の専門分野も含めた相
談の周知を図り相談体
制の充実をめざす

小さなことでは
あるが、口頭で
の相談窓口の案
内、2クリック
ア ク セ ス の 改
良、地道な活動
の努力にも期待
する。

人権女性政策課　
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相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

乳幼児健診時に相
談窓口の周知を図
り、更に家庭訪問
などきめ細やかな
個別支援を継続す
ることで適切な情
報提供に努める。

①乳幼児健診及び家庭訪問などにおいて対
象者からの相談に応じ、相談窓口の周知を
図った。

②保健師による訪問時等に支援中の母子な
どの相談対応ができた。

③引き続き乳幼児健診及び家庭訪問活動な
どをとおしてＤＶの周知を行い、更なる関
係機関との連携に努める。

引き続き、乳幼児健診
時に相談窓口の周知を
図り、更に家庭訪問な
どきめ細やかな個別支
援を継続することで適
切な情報提供に努め
る。

今後も、様々な
機会を利用し、
相談窓口の周知
に努めて頂きた
い。

健康増進課
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13 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

相 談 機 能 の
充 実 と 窓 口
の 連 携 の 強
化

DVなどの被害者が
抱える悩みや暴力に
対して適切に対応
し、被害者の心身の
ケアに努めるととも
に、相談機能の充実
と窓口の連携の強化
を図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員による相
談の相談窓口等の
チラシをイベント
等で配布するとと
もに、引き続き庁
内関係課との連携
の充実を図る。

①各相談窓口の相談件数
人権相談　　　　　277件
　女性のDV　119件
　高齢者の家族・近隣トラブル　41件
　その他　117件
女性のための相談　251件
　夫婦間トラブル・離婚前相談・DV　100
件
　親族間トラブル　60件
　生きづらさ　11件
　その他（生活不安、病気不安、子育て、恋
愛他）80件
人権擁護委員の相談　5件（うち出張相談2
件）
人権擁護委員による人権相談では、市内10か
所の福祉施設や人権週間にあわせてルミエー
ルホールにおいて出張相談を実施している。

②人権相談では女性からのDV相談が多く、女
性のための相談でも、夫婦間トラブル・離婚
前相談・DVが多くなっている。相談内容に
よっては相談者と関係機関の窓口に同行する
「寄り添い相談」や来庁することが困難な相
談者に対しては自宅等を訪問する「訪問相
談」を実施するなど相談者に寄り添った相談
対応をおこなっている。

③様々な問題をもったケースについて、実情
に合った対応ができるよう、さらなる連携体
制を強化する。

人権相談や女性のため
の相談、人権擁護委員
による相談の相談窓口
等のチラシをイベント
等で配布するととも
に、引き続き庁内関係
課との連携の充実を図
る。

人権相談は約
20％減、女性
のための相談は
あまり変化なし
であった。人権
が尊重されるよ
うになってきた
のかどうか、相
談内容の検証も
必要かと思われ
た。
多様な相談対応
は大変評価でき
る。

人権女性政策課　
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14 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

警 察 や 医 療
機 関 、 大 阪
府 等 関 係 機
関 と の 連 携
の強化

DVなどの課題の解
決に向けた取り組み
を進めるために、警
察や医療機関、大阪
府等関係機関との連
携の強化に努めます

DV被害者とその家
族などの安全を確
保するため、引き
続き関係機関と連
携を図り、情報共
有の充実を図る等
体制強化に努め
る。

①人権相談と女性のための相談の相談員が
月１回定期的に情報交換会を行っている。
相談対応例について常々検討するととも
に、門真警察署や保健所、医療機関、大阪
府等の関係機関とも日頃から情報の共有を
図り連携を強化している。

②門真警察署、大阪府女性相談センターや
大阪府子ども家庭センターとの連携を図り
被害者とその家族の希望に沿った支援をす
ることができた。

③被害者救済のため、庁内の関係各課や関
係機関等と横断的な連携体制の更なる充実
を図り、情報の共有化に取り組む必要があ
る。

DV被害者とその家族
などの安全を確保する
ため、引き続き関係機
関と連携を図り、情報
共有の充実を図る等体
制強化に努める。

昨年度同様に、
連携による支援
ができたことは
評価できる。
連携協力によ
り、スピー
ディ、かつ、適
切な対応に期待
する。

人権女性政策課　
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15 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

子 ど も に 関
す る 相 談 体
制の充実

子どもに関する相談
を通じ、その家庭が
抱える問題につい
て、適切に対応し、
支援に努めます

様々な研修に参加
し、相談員のスキ
ルアップを図ると
共に、関係機関と
の連携を強化しな
がら、ケースに応
じた支援体制を構
築する。

①各家庭が抱える様々な問題を把握し、そ
の問題に適切に対応するため、各相談員の
スキルアップの研修へ参加するとともに、
関係機関等との連携強化に努めた。また、
引き続き、児童福祉に精通した弁護士を
スーパーバイザーとして配置し、指導、助
言のもと、ケース対応を行った。
・相談員人数　8名（管理職除く）
　男３名　女５名　（男女比　４：６）
・スキルアップ研修テーマ
　児童虐待に関する支援及び指導に対する
　さまざまな対応方法について
　研修回数　　２１回

②関係機関等と連携を図ることで、毎年増
加する児童虐待をはじめとした様々な相談
に対応することができた。また、様々な視
点から、必要な支援を検討し、重層的な支
援を行うことができた。

③要保護児童連絡調整会議代表者会議を８
月開催にしたことにより、関係機関等との
情報共有を早期に実施でき、連携しやすい
体制を構築できた。今後も、各家庭の抱え
る諸問題等の早期発見、早期対応に努める
と共に、関係機関等との連携強化を図る。
・代表者会議参加数　５９名（平成29年
度）
　男２９人　女３０人　（男女比　５：
５）

様々な研修の機会を活
用して参加し、相談員
のスキルアップを図
り、門真市こども家庭
総合支援拠点を設置す
ることで、相談体制の
充実を図り、より一層
の関係機関等との連携
を強化しながら、ケー
スに応じた支援体制を
構築する

昨年度、家庭問
題に対応する支
援体制づくりを
求めた。
今年度、子ども
の支援に特化し
た「門真市こど
も家庭総合支援
拠点を設置」と
のことで、支援
体制の構築を期
待する。

子育て支援課

32

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

庁内関係各課担当
者や大阪府等関係
機関との連携強化
を進め相談対応の
充実を図る。

①迅速に相談対応できるよう関係課や関係
機関との連携を進めた。

②庁内及び関係機関との連携により、相談
者の立場・状況に合った対応ができた。

③外国籍の相談者に対しては、大阪府のト
リオフォンが活用できる旨、庁内周知する
必要がある。

庁内関係各課担当者や
大阪府等関係機関との
連携強化を進め相談対
応の充実を図る

前年来の取り組
みが実効性を上
げており、引き
続き、庁内外と
の連携を密にし
て利用者の利便
性に配慮のある
施策の実行を望
む。

人権女性政策課　
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16 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

障がい者基幹相談
支援センターを中
核として、障がい
者の各種相談支援
事業所及び関係機
関と連携して継続
的に障がい者や外
国人の方からの相
談に対応し、地域
で安心した生活が
送れるよう支援す
る。
また、「障害者差
別解消法」が28年
４月１日に施行さ
れたことに伴い、
障がいを理由とす
る差別に関する相
談の対応充実に継
続的に取り組む。

①障がい者基幹相談支援センターを中核と
して、市内2カ所の委託障がい者相談支援事
業所及び市内外の指定特定相談支援事業所
など、関係機関と連携し、障がいのある人
や外国人等からの相談に対して問題解決に
向け取り組んだ。また、「障害者差別解消
法」に関する相談にも対応できるよう、引
き続き庁内への周知及び研修を実施すると
ともに、関係機関との連携を図り相談体制
を充実させた。

②関係機関と会議・連絡等を通じて連携を
図り、スムーズな問題解決に取り組めた。
また障がい者基幹相談支援センターを中核
とするネットワークによる相談支援体制を
強化できた。

③今後も障がい者基幹相談支援センターを
中核とした相談支援体制のネットワークの
さらなる強化に取り組む。

２９年度に策定した第
５期障がい福祉計画・
第１期障がい児福祉計
画に基づき、３０年度
開設予定の地域生活支
援拠点及び障がい者基
幹相談支援センターを
中核として、障がいの
ある人の各種相談支援
事業所及び関係機関と
連携して継続的に障が
いのある人や外国人の
方からの相談に対応
し、地域で安心した生
活が送れるよう支援す
る。
また、「障害者差別解
消法」に関する相談の
対応、充実に継続的に
取り組む。

新計画の着実な
実現を中心に、
新拠点及び従来
の拠点の活用を
より充実される
ことで、高齢
者・障がい者・
外国人などの相
談体制と実際の
利便性の確保を
進められたい。
同時に、関係各
所との連携も深
化・充実を望
む。

障がい福祉課　

34

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

関係機関との連携
を図り、引き続き
相談体制の強化に
努める。

①地域包括支援センターを始め、窓口対応
時、相談内容を把握し、必要な支援につな
げた。
　
②相談内容を傾聴することで、対応内容を
検討し、関係機関との連携を図ることがで
きた。
　
③今後も相談内容の適確な把握に努め、関
係機関との連携をさらに強化する必要があ
る。

関係機関との連携を図
り、引き続き相談体制
の強化に努める。

昨年来の多言語
対応体制が利用
者にとってより
利用しやすく実
効性のあるもの
であるものであ
ることをチェッ
クしながら、引
き続き、相談体
制を拡充される
ことを期待す
る。

高齢福祉課

35

17 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

啓発事業において
人事課と連携し、
様々な暴力等の問
題について、研修
に取り組むととも
に各課におけるＯ
ＪＴでも取り組め
るよう庁内へ発信
する。
また、国・府等関
係機関が実施する
研修に職員が参加
できるよう情報提
供を行う。

①府が実施する「ＤＶ被害者の地域支援者
養成講座（初任者向け基礎講座）」に本課
職員を参加させ、最新情報の収集に努める
とともに、その内容を関係機関に報告し、
情報の共有に努めた。また、29年10月24
日に人事課と協力し「DV被害者への支援と
連携～相談者理解と現実的課題への対応
～」と題して窓口業務を想定した職員研修
を実施し相談員も参加した。

②人事課と協力して実施した職員研修は58
名（男31名、女２７名、男女比5：5）の
参加があり好評だった。

③ＤＶや虐待に関する理解が更に深まるよ
う職員研修を継続する。

啓発事業において人事
課と連携し、様々な暴
力等の問題について、
研修に取り組むととも
に各課におけるＯＪＴ
でも取り組めるよう庁
内へ発信する。
また、国・府等関係機
関が実施する研修に職
員が参加できるよう情
報提供を行う。

他機関の研修参
加だけでなく、
庁内での研修も
実現され、職員
啓発はさらに進
んでいると感じ
た。他方で、Ｄ
Ｖ等は時代ごと
にあり方を変更
することから、
その潮流も意識
した研修活動を
望む。

人権女性政策課　

36

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

人権意識の向上は
研修の重点項目と
位置付けており、
引き続き研修を実
施し、また、派遣
研修の内容は、関
係部署等に積極的
に情報提供してい
く。

①人権意識の向上を図るため、全職員が５
年間で１度は受講する必須研修と位置づ
け、研修を実施しているところではある。
平成29年度は、人権問題研修とは別にＤＶ
をテーマとする研修を実施した。
テーマ：ヘイトスピーチ（8/2開催男性19
名女性21名　男：女1：1.1）、ＬＧＢＴ
（8/28開催男性21名女性32名　男：女
1：1.5）、同和問題（9/26開催男性18名
女性16名　男：女1.1：1）、ＤＶ被害者
への支援と連携、ＤＶに関する一時保護の
基本的な対応と連携（ＤＶ研修　平成29年
10/24　男性30名女性29名　男：女1：
1　平成30年2/20　男性12名女性14名
男：女1：1.1）

②研修の実施により、広い意味で人権意識
の向上は図れており、ＤＶの内容を含めた
研修を実施できた。受講者には学んだこと
を職場で共有を図り業務等に活かしても
らっており、引き続き、派遣研修も含め
て、研修を実施していく。

③今後、男女共同参画プランの基本理念を
踏まえ、研修を実施していく。

人権意識の向上は研修
の重点項目と位置付け
ており、引き続き研修
を実施し、また、派遣
研修の内容は、関係部
署等に積極的に情報提
供していく

36と同旨の意
見であるが、現
時点の問題を取
り上げた研修を
行われており、
引き続き、研修
活動の充実に期
待する。

人事課

37

18 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

3 被害者に
対する支
援体制を
整える

大阪府等関
係機関との
連携による
一時保護の
推進

DV被害者とその家
族などの安全を確保
するため、大阪府等
関係機関と連携し、
適切な一時保護に努
めます

警察署や大阪府等
関係機関との連携
強化を図り被害者
支援に努める。

①人権女性政策課が一時保護した件数は２
件であった。

②大阪府等関係機関と調整し、一時保護施
設で被害者の自立に向けた生活支援等が行
えた。

③一時保護以外の手段についても研究し、
DV被害者の選択肢が増えるよう情報収集な
どに努める。

警察署や大阪府等関係
機関との連携強化を図
り被害者支援に努める

一時保護に対す
る利用者の意識
が時代によって
変遷する中、実
際の利用例も存
在したことか
ら、行政として
の適切な関与を
意識した実際の
運用を期待す
る。

人権女性政策課　

38

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

ＤＶ被害者の主体
的な判断による意
思決定に基づき、
庁内関係各課担当
者と連携強化を図
り充実した支援を
行う。

①DVに関する相談は延べ254件（女性の
ための相談延べ106 件・人権相談延べ148
件)で、庁内関係各課と支援検討会議を12
回実施した。人権相談と女性のための相談
員が月１回定期的に情報交換会を行うよう
になり、相談対応例について常々検討して
いるほか、関係機関とも日頃から情報交換
を行い、協力して対応する体制を整えた。

②DV被害者の相談内容を十分に聞き取り、
本人の意思を把握の上、本人の意思決定に
よる援助ができている。

③関係機関との連携を進め、被害者の生活
安定に向けた支援に努める。

ＤＶ被害者の主体的な
判断による意思決定に
基づき、庁内関係各課
担当者と連携強化を図
り充実した支援を行う

女性サポートス
テーションを活
用して今後も充
実した支援を実
施してほしい。

人権女性政策課　

39

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

住民基本台帳事務
に基づく支援措置
の実施に際し、関
係部署との連携の
充実を図る。

①「住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び
住民票の写し等の交付並びに戸籍の附票の
写しの交付におけるドメスティック・バイ
オレンス及びストーカー行為等の被害者の
保護のための門真市措置要領」に基づき支
援措置を実施。

②相談機関及び他の市町村との連携によ
り、DV被害者に対する支援措置の実施に努
めた。

③関係各部署との連携及び情報の管理体制
の見直しを行うことにより、適切な情報管
理を行い、DV被害者が安心して生活できる
よう努める。

住民基本台帳事務に基
づく支援措置の実施に
際し、関係各部署に情
報提供・調整等を行う
ことにより連携の充実
を図り、適切に情報を
管理するよう努める。

関係する部課・
機関などと連携
して一層の充実
を図られたい。

市民課

40

19 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関とのさら
なる連携強化に努
める。

①被害者の安全確認及び安全確保に努め、
関係機関等と情報共有を行うなど、連携を
図るとともに、支援を行った。また、状況
に応じて、関係機関と連携し、母子生活支
援施設入所等必要な支援に向けての調整を
行った。
　
②被害者の話を十分に傾聴し、意思を確認
するとともに、関係機関等と連携しなが
ら、情報提供を行うことで、被害者のエン
パワーメントにつながった。

③ＤＶの特性を理解しながら、関係機関等
と連携し、被害者の安全確保に努める。

相談体制の充実を図
り、門真市こども家庭
総合支援拠点の設置
し、関係機関等とのさ
らなる連携強化に努め
る。

女性サポートセ
ンターを活用し
さらなる支援を
実施して欲し
い。

子育て支援課

41

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

DV被害者（生活保
護受給者）の生活
について、庁内各
課及びその他関係
機関（女性相談セ
ンター、介護施設
等)との連携を行
い、状況に応じた
支援に努める。

①庁内各課及びその他関係機関からの連絡
や生活保護相談窓口に直接相談に来所した
ＤＶ被害者（生活保護受給者）に対して関
係機関との連絡・調整を速やかに行い対応
した。

②関係機関との連絡・調整を速やかに行う
ことにより、ＤＶ被害者（生活保護受給
者）への支援の充実が図れた。

③庁内各課及び関係機関との連携をこれま
で以上に綿密に行う。

DV被害者（生活保護
受給者）の生活につい
て、庁内各課及びその
他関係機関（女性相談
センター、介護施設
等)との連携を行い、
状況に応じた支援に努
める。

引き続き各課連
携して支援を充
実して欲しい。

保護総務課・保護課

42

関 係 機 関 と
の 連 携 に よ
る 就 労 支 援
の推進

就労に必要な技能、
資格取得のための職
業訓練機会などの情
報提供を行うととも
に、ハローワークな
ど関係機関との連携
による就労支援を進
めます

職業訓練等の情報
提供とともに、ハ
ローワークや府・
庁内関係各課との
連携強化を図り、
ひとりでも多くの
就職困難者が就労
できるように努め
る。

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得
のための職業訓練等のチラシ・パンフレッ
トを市施設内に設置し、就労相談・セミ
ナー等の周知に努めた。

②ハローワークや府と情報提供や就職説明
会などで連携でき、また庁内関係各課とも
連携ができた。

③一層庁内関係各課との連携を強化し、就
労相談・支援の充実に努める。

職業訓練等の情報提供
とともに、ハローワー
クや府・庁内関係各課
との連携強化を図り、
ひとりでも多くの就職
困難者が就労できるよ
うに努める。

生活困窮者自立
支援制度等を支
援体制によりさ
らなる強化をは
かられたい。

産業振興課

43

20 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

被 害 者 の 子
ど も の 心 身
の ケ ア 体 制
の充実

子どもが安心して生
活ができるように、
大阪府等関係機関と
の連携を図ります

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関とのさら
なる連携強化に努
める。

①子どもの安全確保を最優先に行い、関係
機関や関係各課との連携に努めるととも
に、支援を行った。また、関係機関と連携
し、母子生活支援施設等入所が必要な場合
はその調整を行うとともに支援体制の構築
に努めた。
　
②被害者の話を傾聴し、意思を確認しなが
ら、情報提供を行った。また、関係機関と
連携し、子どもの安心安全な環境確保に努
めた。

③ＤＶの特性を理解しながら、関係機関と
連携しつつ、子どもの安全やケアに努める
ことで児童の健全育成の環境整備を行う。

相談体制の充実を図
り、門真市こども家庭
総合拠点の設置し、関
係各課及び関係機関と
のさらなる連携強化に
努める。

要保護児童など
にきめ細かな支
援を各種団体と
も連携して支援
を充実して欲し
い。

子育て支援課

44

21 基本目標①



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 審議会等
委員への
女性の参
画の促進
する

市政に対す
る関心の喚
起

女性の意見を政策に
反映する大切さや、
女性が市政やまちづ
くりに関心を持つよ
う、広報紙などを活
用して啓発を進めま
す。また、審議会等
委員への女性の参画
率などの情報を提供
するなど、市民にわ
かりやすい市政の推
進に努めます

女性の意見を政策
に反映することの
大切さを、広報か
どまやホームペー
ジで啓発するとと
もに、庁内関係課
と連携し積極的に
審議会等委員への
女性の登用を進め
る。

①「第２次かどま男女共同参画プラン」及
び推進状況を市ホームページに掲載し、市
政への女性の参画の重要性等や審議会等委
員への女性の登用率を情報提供した。

②女性の意見を政策に反映することの大切
さをHPで啓発できた。
　
③庁内関係課に対し、審議会等委員の女性
登用の啓発に努めるとともに、市ホーム
ページなどで審議会等への女性委員の登用
率について情報提供の充実を図る。

女性の意見を政策に
反映することの大切
さを、広報かどまや
ホームページで啓発
するとともに、庁内
関係課と連携し積極
的に審議会等委員へ
の女性の登用を進め
る

今後とも、女性
の意見を政策に
反映することの
大切さを市民に
伝えていただき
たい。

人権女性政策課

45

審 議 会 等 委
員 へ の 女 性
の参画促進

市の政策・方針決定
や施策立案の場であ
る審議会や委員会へ
の女性委員の参画目
標を設定し、参画を
促進するとともに、
女性委員のいない審
議会などの解消をめ
ざします

審議会等委員の女
性の登用率の情報
提供に努めなが
ら、庁内関係課と
連携し、女性委員
の登用に向けた取
り組みを進める。

①庁内における女性委員の登用率は28.6％
で微増したが、女性委員のいない審議会等
も引き続きあった。
　
②「第２次男女共同参画プラン」では女性
委員の割合30％、女性委員のいない審議会
の解消を図ることを目標に明記しており、
庁内での認識度、必要性は向上している。

③引き続き、審議会等へ女性委員の登用を
積極的に促進する。

審議会等委員の女性
の登用率の情報提供
に努めながら、庁内
関係課と連携し、女
性委員の登用に向け
た取り組みを進める

女性委員のいな
い審議会がなく
なるよう、努め
ていただきた
い。

人権女性政策課

46

人材の把握
と活用

審議会等委員の女性
の参画を促進するた
め、各種団体の女性
リーダーなど、人材
の把握と活用を促進
します

各種団体の所管課
である庁内関係各
課と連携し、女性
の参画の充実を図
る取り組みを進め
る。

①公益活動支援センターや商工会議所と情
報交換の場を設け、地域活動の中で活躍す
る女性の把握に努めるとともに、女性起業
家の養成方法について検討した。

②民間団体の実情把握について、正確な情
報収集はできていない。

③審議会等委員に参画できる女性リーダー
の人材把握、人材育成について更に取り組
みを進める。

各種団体の所管課で
ある庁内関係各課と
連携し、女性の参画
の充実を図る取り組
みを進める

商工会議所等に
女性人材情報の
提供を働きかけ
ることにより、
市の女性活用及
び登用の取り組
みが具体的に伝
わることを期待
する。

人権女性政策課

47

方針 施策

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

1 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

民 間 団 体 に
お け る 女 性
の 参 画 の 拡
大

商工会議所などの団
体における方針決定
過程への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性
の参画の充実を図
るよう働きかけて
いく。

①男女共同参画に関する啓発事業への参加
を各種団体や企業人権推進連絡会に呼びか
け女性の参画の重要性について啓発すると
ともに、女性の活躍を支援する女性サポー
トステーションを周知した。

②男女共同参画講演会、ワーク・ライフ・
バランス講座、女性サポートステーション
の運営は、女性の参画を意識いただく良い
機会となっている。

③企業人権推進協議会をはじめ、民間団体
における女性参画についての情報収集に努
めるとともに、団体等の会議の場などに赴
き、周知・啓発ができるよう関係づくりを
進める。

各種団体に、女性の
参画の充実を図るよ
う働きかけていく。
また、守口門真商工
会議所女性会に協力
をいただいて「女性
のための起業セミ
ナー」を開催する。

商工会議所等に
女性人材情報の
提供を働きかけ
ることにより、
市の女性活用及
び登用の取り組
みが具体的に伝
わることを期待
する。

人権女性政策課

48

地 域 活 動 に
お け る 女 性
の 参 画 の 拡
大

ＰＴＡや自治会など
の各種団体の代表や
役員への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性
の参画の充実を図
るよう働きかける
とともに、関係課
と連携し地域団体
にも啓発を行う。

①男女共同参画に関する啓発事業への参加
を各種団体に呼びかけ女性の参画の重要性
について啓発するとともに、女性の活躍を
支援する女性サポートステーションを周知
した。

②「小説家が描く男女の個性」をテーマに
開催した男女共同参画講演会（参加人数
102名・男女比未把握）、「父親が関われ
ば子育てが変わる！男性家庭進出の実現」
をテーマに開催したワーク・ライフ・バラ
ンス講座、（参加人数　58名、男女内訳：
男42名・女16名、男女比7：3）女性サ
ポートステーションの運営は、女性の参画
を意識いただく良い機会となっている。

③地域活動における女性参画についての情
報収集に努めるとともに、団体等の会議の
場などに赴き、周知・啓発ができるよう関
係づくりを進める。

各種団体に、女性の
参画の充実を図るよ
う働きかけるととも
に、関係課と連携し
地域団体にも啓発を
行う

女性サポートス
テーション事業
に参加する女性
たちが、地域活
動の中核となる
仕組みづくりを
進めていただき
たい。

人権女性政策課

49

2 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 女性職
員・女性
教職員の
登用を促
進する

職 員 研 修 の
充 実 と 男 女
共 同 参 画 の
視 点 に 立 っ
た 職 務 配 置
の推進

市の政策・方針決定
過程への女性の参画
及び女性職員の管理
職への登用を積極的
に進めます。女性職
員のモチベーション
を高め、どの職階に
おいても男女の差な
く活躍できるよう
に、女性職員の職域
拡大、職務経験を通
じた積極的なキャリ
ア形成を支援するほ
か、職員研修の充実
を図ります

門真市における女
性職員の活躍の推
進に関する特定事
業主行動計画（第
１期）に基づき、
女性の管理職登用
を実施していく。

①　平成２９年４月１日現在の女性管理職
（課長補佐級以上）は49人であり、管理職
全体の25％であった。
　
②　平成28年４月１日と比べ、女性管理職
の割合は、前年度を維持することができ
た。

③今後も、積極的な女性職員の登用を実施
していくとともに、職員へ意識啓発をして
いく。

門真市における女性
職員の活躍の推進に
関する特定事業主行
動計画（第１期）に
基づき、女性の管理
職登用を実施してい
く。

現在の女性管理
職がロールモデ
ルとなって、今
後、女性職員が
管理職を志す意
識改革に繋げて
いただきたい。

人事課

50

小 ・ 中 学 校
に お け る 女
性 管 理 職 の
任用

女性教職員の管理職
任用を働きかけ、学
校運営への男女共同
参画を図ります

女性教職員の管理
職任用をさらに積
極的に推進してい
く。

①市内小・中学校20校40名の管理職のう
ち、13名が女性である。

②女性管理職の登用率が平成28年度よりも
増加した。（平成28年度…30%、平成29
年度…32.5％）

③女性教職員の管理職登用を今後も積極的
に進めていく。

女性教職員の管理職
任用をさらに積極的
に推進していく。

管理職の女性教
職員が増えるこ
と自体、生徒の
男女平等意識獲
得となる大切な
要因である。

学校教育課

51

3 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 1 地域のさ
まざまな
活動に対
する男女
共同参画
を促進す
る

高 齢 者 の 地
域 に お け る
活動の促進

退職後の男性などの
高齢者がボランティ
アなどに参加しやす
いように、門真市シ
ルバー人材センター
や老人クラブ連合会
などを通じて、身近
な地域でのボラン
ティア体験や活動な
どができる体制づく
りに努めます

高齢者の希望と能
力に応じ、適当な
仕事に従事する機
会や地域活動の機
会の増大を図り、
もって高齢者の福
祉の増進に寄与す
るため、引き続き
高齢者の雇用・地
域活動の促進を図
る。

①老人クラブ連合会、門真市シルバー人材
センターが実施する地域活動について支援
を行った。

②老人クラブ連合会、門真市シルバー人材
センターなどを通して、地域でのボラン
ティア活動についての情報提供や、活動の
契機となるよう貢献した。

③今後も関係機関との連携を図り、周知を
図るとともに男女共に個々の能力を発揮で
きるよう地域活動の一層の活性化をめざ
す。

高齢者の希望と能力
に応じ、適当な仕事
に従事する機会や地
域活動の機会の増大
を図り、もって高齢
者の福祉の増進に寄
与するため、引き続
き高齢者の雇用・地
域活動の促進を図
る。

高齢者が活躍す
る活動の場にお
いても、性別役
割分業意識が払
拭されるように
働きかけていた
だきたい。

高齢福祉課

52

ボランティ
ア活動の促
進

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

ボランティア活動
を推進している門
真市社会福祉協議
会と連携しボラン
ティア機能の強化
を図っていく。

①社会福祉協議会に対して支援を実施。

②社会福祉協議会との連携を行いボラン
ティア機能の強化に努めた。

③社会福祉協議会のボランティア機能を充
実していくよう今後も引き続き支援を実施
する。

ボランティア活動を
推進している門真市
社会福祉協議会と連
携しボランティア機
能の強化を図ってい
く。

ボランティア活
動の場において
も、性別役割分
業意識が払拭さ
れるように働き
かけていただき
たい。

福祉政策課

53

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

ボランティア登録
をしている市民
が、活動単価の設
定を行うなど、有
償ボランティアの
確立に向けた取り
組みを進めます。
また、年間を通じ
て活動できるよ
う、市民ボラン
ティアの確保を行
い、ボランティア
活動時間の増加を
図る。

①ボランティアポイントについては、実施
主体である法人が中心となり、個別団体へ
の説明を行う等、事業の周知に努めた。

②様々な団体が受け入れ機関として登録し
ており、ポイント達成者についても昨年度
末より増加していることから、地域におい
て、本事業が徐々に浸透していると考え
る。

③新規の登録者を増やすとともに、登録者
が意欲を維持しながら、活動時間を増やし
ていくために、ポイント付与方法や記念品
等についても、ニーズに沿ったものとなる
よう検討していく必要がある。

年間を通じて活動で
きるよう、引き続
き、市民ボランティ
アの確保・ボラン
ティア活動時間の増
加を図るとともに、
登録者が意欲を維持
しながら、ボラン
ティア活動を継続で
きるよう支援に努め
る。

男女に関わら
ず、また、ライ
フスタイルの違
いを超えて、多
様な関わり方が
できるボラン
ティア活動の場
を提供していた
だきたい。

地域政策課

54

地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進

4 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

地域でボランティ
ア活動をされる方
の更なる機会の拡
充を促進し、市民
力・地域力の向上
を図るため、平成
29年度末時点で
135人の延べ登録
者人数を目標とす
る。

①協働によるまちづくり人材バンクの延べ
登録者数は平成30年３月20日時点で111
人であり、前年度より４人の増加となっ
た。

②新規登録者は年々減少しており、また、
利用実績についても、市で把握している限
りわずかであることから、制度の運用方法
及び周知方法の見直しが必要がある。

③公開情報や利用方法を見直し、登録者・
利用者にとってわかりやすい制度にすると
ともに、ボランティア関連団体等とも連
携・情報共有を進め、登録・利用の促進を
図る。

チラシや広報かどま
への掲載等を通し
て、より一層、事業
の周知を図るととも
に、ボランティア関
連団体等との連携や
定期的なボランティ
ア情報の発信に努
め、登録者の活躍の
場の拡充に繋げる。

地域活動に関心
を持つ市民が活
動をスタートす
るきっかけとな
る事業実施等に
より、新規登録
者の増加に繋げ
ていただきた
い。

地域政策課

55

防 犯 ・ 防 災
活 動 に 対 す
る 男 女 共 同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

安全・安心なまち
づくりを推進する
ためには、市や警
察だけでなく、日
頃から市民が行う
防犯活動が不可欠
である。防犯協議
会では、市民が行
う防犯活動に対す
る補助事業や、３
者が結束を高めな
がら、犯罪抑止の
ための様々な事業
を実施している。
継続して防犯活動
事業を行うことに
より、防犯意識を
高め、街頭犯罪認
知件数を減少させ
る。

①平成29年度では、小学校の体育館を利用
した「防犯キャンペーン」を行い、先着
200名まで防犯グッズの配布や、特殊詐欺
についての啓発を行った。

②正確な人数に関しては計測していない
が、男女が偏りなく参加している。

③引き続き、男女が平等な意見発信の場に
しつつ、来場者の増加を目指して、広報紙
等を通じた周知活動を行っていきたい。

特殊詐欺等の被害防
止のため、啓発イベ
ント等を通じた防
犯・防災意識の高揚
を狙い、また、さら
なる参加者、来場者
の増加を目指す。

日頃からの地域
の繋がりが防
犯・防災に欠か
せないことを市
民に周知してい
ただきたい。

文化・自治振興課　

56

5 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

防 犯 ・ 防 災
活 動 に 対 す
る 男 女 共 同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

引き続き、防災講
話や防災訓練など
を通じて、関係機
関と連携しながら
災害時の男女共同
参画に対する意識
の向上を図る。

①防災講話などを通じ、災害時における男
女のニーズの違いや、避難所運営等には女
性の参画が不可欠であることなどの啓発を
市民に対して実施した。

②昨今の災害での事例を踏まえた防災講話
などを通じ、災害時の男女共同参画に対す
る意識の向上を図ることができた。

③幅広く災害時の男女共同参画に対する意
識の向上を図っていくため、参加者の規模
が大きな防災講話などが実施されることが
必要である。

引き続き、関係機関
と連携しながら、防
災講話や防災訓練な
どを通じて、災害時
の男女共同参画に対
する意識の向上を図
る。

防災や減災につ
いて考えること
は男女共同参画
について関心を
持っていただく
好機となるの
で、今後とも、
市民への働きか
けを続けていた
だきたい。

危機管理課

57

地 域 に お け
る 子 育 て 支
援 活 動 な ど
に 対 す る 男
女 共 同 参 画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

地域子育て支援事
業や子育て応援
ポータルサイトに
おいて、引き続き
父親の育児参加等
の啓発を行うこと
で、男女共同参画
を促進する。

①なかよし広場交流会において、門真市子
育て支援親善大使の川﨑美千江氏に、家族
や地域の支援を受けての自身の子育てにつ
いて講演いただくことで、父親の育児参加
等について啓発を実施した。

②子育て世代に影響力のある子育て支援親
善大使による講演を実施することで、父親
の育児参加など子育て支援に関する情報発
信をすることができた。

③地域子育て支援事業や子育て応援ポータ
ルサイトなどにおいて、引き続き子育て支
援に関する情報を発信していく必要があ
る。

地域子育て支援事業
や子育て応援ポータ
ルサイトにおいて、
引き続き父親の育児
参加等の啓発を行う
ことで、男女共同参
画を促進する。

子育て応援ポー
タルサイトは子
育て世代にとっ
て有益な情報源
であり、今後と
も、提供内容を
充実していただ
きたい。

子育て支援課

58

6 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

地 域 に お け
る 子 育 て 支
援 活 動 な ど
に 対 す る 男
女 共 同 参 画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

親子のふれあい行
事、特に父親が気
軽に参加できる行
事、及び講座を増
やす。

①母親と乳児によるベビーマッサージの講
座や、夏休みには親子体操教室開催してい
る。パン教室も親子で参加できるようにし
ている。
(ベビーマッサージ（年間２回・14組）参
加人数：25組（51名）※対象者が母親と
その子供のため男性の参加なし）（パン教
室（年間5回）参加人数：60人※男性の参
加なし）（親子体操教室（年間1回）参加人
数：16人（うち父親の参加5人）
②同じ年頃の子どもを持つ母親間の交流の
きっかけづくりにもなり、孤立化を防ぐ一
助にもなっていると思われる。夫婦での参
加が盛んな講座もあるが、ほとんどが母親
の参加になっている講座もある。

③父親の参加が依然として少ないのは１つ
の大きな課題。困難ではあるが、父親参加
を促すため、講座の内容や日程などを見直
していきたい。

継続して開講し、講
座としての内容の充
実を図っていく。

子育て世代がど
のような支援を
望んでいるのか
等、ニーズを把
握する機会を設
けることも必要
である。

社会教育課

59

7 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 市民、団
体などの
地域活動
に対する
支援を行
う

女性団体に
対する支援

地域活動の中で女性
の意思決定の場への
参画を促進するた
め、女性リーダーの
養成と女性団体に対
する支援を行いま
す。また、関連団体
同士のネットワーク
化を促進します

地域団体を所管す
る庁内関係各課と
連携し、女性リー
ダーの養成や女性
団体への支援等の
体制づくりを進め
る他、セミナーな
どを開催し、女性
リーダーの養成に
努める。

①地域政策課が実施する市民公益活動補助
事業を活用し「男女が平等に社会参画でき
る環境づくり」をテーマに活動する団体を
募集したところ１件応募があった。応募に
あたって、女性サポートステーションが当
該団体代表者と面談しサポートを行った。
また、公益活動支援センターと定期的に情
報交換の場を設け、地域活動の中で活躍す
る女性支援について検討している。

②地域における女性リーダーの発掘や養成
のために必要な関係機関との協力体制が築
けた。

③今後も関係機関と情報交換を続けていく

地域団体を所管する
庁内関係各課と連携
し、女性リーダーの
養成や女性団体への
支援等の体制づくり
を進める他、セミ
ナーなどを開催し、
女性リーダーの養成
に努める

引き続き、新た
に活動を始める
女性団体への支
援を行っていた
だきたい。ま
た、既に活動を
している女性団
体については、
次世代の担い手
に繋がるような
働きかけも必要
である。

人権女性政策課

60

ボ ラ ン テ ィ
ア 活 動 ・ Ｎ
ＰO活動の促
進

ボランティア活動や
まちづくり活動を行
う団体への男女共同
参画を促進するとと
もに、情報や活動の
場の提供、ネット
ワークづくりなどの
支援を行います

平素より男女共同
参画を念頭に置い
て、NPO認証事
務、市民公益活動
事業補助金業務に
精励したい。

①今年度は男性が代表者のNPO法人が多い
中、女性が代表者であるNPO法人の設立も
あり、ひとり親支援など男女を平等に支援
する法人が２件設立した。

②女性が代表者となり、地域で多くのイベ
ントを企画することで、NPO法人としての
女性の活躍の場の存在を周知できたと考え
る。

③男女ともに活躍できるボランティア活動
やNPO法人の存在について、より周知を図
るため、情報提供やネットワークづくりな
どの支援を行う。

ボランティアの促進
には男女の隔たりな
く誰もが参加しやい
環境が必要であり、
今後さらにボラン
ティア活動の拡充を
図るためにあらゆる
情報提供等に努め
る。

ひとり親支援な
ど男女を平等に
支援する法人が
もっと増えてほ
しい。その活動
の情報はもっと
わかりやすく提
供してほしい。

地域政策課　

61

8 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

地 域 コ ー
デ ィ ネ ー
タ ー の 人 材
発掘・育成

地域活動の活性化を
図るため、地域団体
や企業などとの連携
をより一層深め、地
域の実情に応じた活
動を地域ぐるみで展
開できるよう、それ
ぞれの地域でコー
ディネーターを発掘
し、育成することで
地域力の強化を図り
ます

校区での様々な取
り組みをとおし
て、自治会などの
地縁型組織と、
NPO、ボランティ
アなどのテーマ型
組織が接触する機
会を作り、互いに
まちをつくる主体
として協働した取
り組みをする中
で、新たな人材が
発掘・育成できる
よう、市、公益活
動支援センターが
目的・意識的に取
り組みを展開す
る。

①一つの事業を複数の主体が関わって取り
組むことで、地域力を醸成させる、地域活
性化まちづくり推進事業、校区門真まつり
事業を実施し、地域力を高めた。

②二つの校区がジョイントし、より熟度の
高い校区門真まつりが開催されるところが
出るなど、地域の力量が向上していると見
受けられる校区も現れた。

③29年度に10年ぶりに復活した市民まつ
りである「復活第１回ふるさと門真まつ
り」と校区門真まつりを絡めて、地域団体
や企業などとの連携をより一層深めていき
たい。

校区での様々な取り
組みをとおして、自
治会などの地縁型組
織と、NPO、ボラン
ティアなどのテーマ
型組織が接触する機
会を作り、互いにま
ちをつくる主体とし
て協働した取り組み
をする中で、新たな
人材が発掘・育成で
きるよう、意識的に
取り組みを展開す
る。

門真祭りが始ま
り子供達も喜ん
で参加してい
る。今年も楽し
みにしている。

文化・自治振興課

62

9 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

3 国
際
社
会
へ
の
理
解

1 在住外国
人が暮ら
しやすい
環境づく
りを進め
る

生 活 情 報 や
行 政 サ ー ビ
ス 情 報 な ど
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

中国語通訳の出務
を４か月児健診か
ら３歳６か月児健
診に変更し、子の
ことばの発達等の
確認ができるよう
にする。

①３歳６か月児健診及びＢＣＧ予防接種の
際に中国語通訳を配置。市民向け予防接種
手引きについては中国語版を作成した。引
き続き、必要時、在住外国人には行政情報
サービス等を個別相談や訪問活動等をとお
して情報提供した。

②在住外国人への情報提供・支援ができ
た。

③引き続き通訳の実施及び個別対応などに
より在住外国人への適切な情報提供に努め
る。

引き続き、必要に応
じて翻訳等を実施
し、在住外国人のコ
ミュニケーションの
充実を図る。

親がコミュニ
ケーションが取
れないと子供に
サービス提供が
難しいので翻訳
等の実施の充実
をきちんとして
ほしい。

健康増進課　

63

生 活 情 報 や
行 政 サ ー ビ
ス 情 報 な ど
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

放課後児童クラブ
に関する文書を翻
訳することで、引
き続き在住外国人
が安心して放課後
児童クラブを利用
できる環境整備を
推進する。

①昨年と同様に翻訳している放課後児童ク
ラブ入会案内等に加えて、入会決定者に案
内する入会のしおりについても翻訳し、在
住外国人の多い校区の放課後児童クラブに
配付することで、情報の提供に努めた。

②入会決定者に対する入会のしおりについ
ても翻訳することで、在住外国人が安心し
て放課後児童クラブに入会できる環境を整
備することができた。

③文書の翻訳を継続することで、在住外国
人に対して放課後児童クラブに関する適切
な情報提供を実施していく必要がある。

放課後児童クラブに
関する文書を翻訳す
ることで、引き続き
在住外国人が安心し
て放課後児童クラブ
を利用できる環境整
備を推進する。

放課後児童クラ
ブに関する文書
を翻訳すること
で、引き続き在
住外国人が安心
して放課後児童
クラブを利用で
きる環境整備の
推進を図ってほ
しい。

子育て支援課　

64

生 活 情 報 や
行 政 サ ー ビ
ス 情 報 な ど
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

各園の状況によ
り、必要に応じて
通訳を実施し、在
住外国人のコミュ
ニケーションの充
実を図る。

①各公立幼稚園・保育所からの依頼に基づ
き、保育幼稚園課に登録している通訳者に
説明会や懇談会等における通訳業務を依頼
した。

②各園からの依頼に基づき、適切な通訳の
対応を行い、在住外国人にサービスの提供
ができた。

③在住外国人が安心して生活を送れるよ
う、今後も継続して対応を図る。

各園の状況により、
必要に応じて通訳を
実施し、在住外国人
のコミュニケーショ
ンの充実を図る

各国の状況によ
り、必要に応じ
て通訳を実施
し、在住外国人
のコミュニケー
ションの充実を
図るよう取り組
みを進めてほし
い。

保育幼稚園課
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10 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

窓 口 に お け
る コ ミ ュ ニ
ケ ー シ ョ ン
支援の充実

在住外国人のさまざ
まな相談に適切に対
応できるように、外
国語ボランティアと
の連携を強化し、職
員の相談対応力の向
上に努めます

なし 事業廃止

66

在 住 外 国 人
の 地 域 活 動
へ の 参 加 促
進

在住外国人が地域の
一員として、防犯・
防災や福祉活動、ま
ちづくりなどの活動
に積極的に参加でき
るように、環境整備
に努めます

市内の外国語教育
に取り組む非営利
組織との連携を取
れるよう、非営利
組織の担当課との
連携を取るよう努
める。

①非営利組織の担当課との連携を取ること
はできなかったが、消費生活センターで独
自に英語・中国語・ハングル版「一人で悩
まず、消費生活センターに相談してくださ
い」を作製し、市民課にて転入者へ配布し
た。（実施場所：門真市民プラザ　実施期
間：平成29年4月5日～平成30年3月14日
火曜日の午後7時から午後9時まで　実施回
数：37回　延べ参加人数706人）

② 在住外国人の方が地域活動への参加を進
めるためには、外国語による資料の提供の
みならず、在住外国人に日本語や日本文化
を学習する機会を提供することが重要と考
える 。（実施場所：門真市立公民館　実施
期間：平成29年4月 ～平成30年2月　水曜
日の午前10時～正午　実施回数：36回
延べ参加人数：249人）

③現在、公民館と生涯学習センターで実施
している日本語教室を引き続き開催するこ
とで、在住外国人の地域活動への参加を支
援する。

公民館と生涯学習セ
ンターで実施してい
る日本語教室を引き
続き開催し、在住外
国人が日本語や日本
文化に親しみ地域活
動に参加できるよう
支援する。
（社会教育課）

郷に入っては郷
になじむの言葉
のごとく外国人
の良き受け皿と
なる様努力して
いただくよう望
む。

文化・自治振興課
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11 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 多様な文
化への理
解と交流
を進める

国際理解教
育の推進

多文化共生の観点か
ら、門真市在日外国
人教育推進委員会と
連携し、幼稚園や学
校などにおいて、在
日外国人教育、国際
理解教育を進めます

各学校における多
文化共生教育の取
組をより一層充実
させるために、門
真市在日外国人教
育推進協議会と連
携し各学校におけ
る取組の実践交流
の場を広げる。

①門真市在日外国人教育推進協議会と連携し、
各学校での在日外国人教育や国際理解教育につ
いての取組の実践発表と交流の場を設けた。ま
た、中学校区によっては、小中連携して活動を
行った。
2017年11月25日（土）
門真市立沖小学校にて、「門真市国際交流事業
第10回ワイワイパーティー／第37回チュギモ
イム」を行った。
各園・各校、次のような演目を発表した。
①南幼稚園　「つながれわっしょい（踊り）」
②砂子小　　「喜羊羊・しいやんやん（劇・
歌）」
③四宮小・五月田小・東小・古川橋小・上野口
小・門真小・二中・三中・七中「藍色夢想・ら
んさーもんしゃん（歌）」
④北巣本小　「プチェチェム（扇の舞）」
⑤三中「世界の学校では～他の国はどうなって
いるの～（発表）
⑥脇田小　　「三字経・さんじきょう（詩の暗
誦）」
⑦三中・速見小・みらい小・二島小・門真小
　　　　　　「フィリピンの歌・踊り」
⑧脇田小　　「太極巧夫扇・たいきょくかんふ
うせん（踊り）」
⑨四宮小　　「マリネラ（ペルー民族舞踊）」
⑩三中・北巣本・速見小　　「サムルノリ（楽
器演奏）」
⑪砂子小　　「舞獅子・うしいずう（踊り）」
⑫門真なみはや高校　「惊鴻舞・じんほんう」
「ルパイランロルパタルコ」
②児童・生徒、保護者が、様々な国の文化につ
いて理解を深め、また、お互いを尊重する実践
交流を行うことができた。

③各学校や小中連携での取組を今後も継続的に
行うとともに、教職員、児童・生徒、保護者の
交流がさらに広がるような取組をする。

各学校及び中学校区
における多文化共生
教育の取組をより一
層充実させるため
に、門真市在日外国
人教育推進協議会と
連携し各学校におけ
る取組の実践交流の
場を広げる。

住み易い地域づ
くりのため、内
容の充実を望
む。

学校教育課
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12 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

国際理解教
育の推進

多文化共生の観点か
ら、門真市在日外国
人教育推進委員会と
連携し、幼稚園や学
校などにおいて、在
日外国人教育、国際
理解教育を進めます

門真市在日外国人
教育推進委員会と
連携し、各園にお
ける取組の実践交
流の場をさらに広
げることで、多文
化共生教育の取組
を充実させてい
く。

①門真市在日外国人教育推進委員会と連携
し、各園での在日外国人教育、国際理解教
育についての取組の実践発表と交流の場を
設けた。

②通称名ではなく、本名に変更して小学校
へつなげた子どももいた。

③各園での取組を継続的に行い、教職員、
幼児、保護者の交流がさらに広がるよう取
り組んでいく。

門真市在日外国人教
育推進委員会と連携
し、各園における取
組の実践交流の場を
さらに広げること
で、多文化共生教育
の取組を充実させて
いく。

語学力向上につ
ながればよいと
考える。

保育幼稚園課
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異 文 化 に 対
す る 理 解 を
促 進 す る 教
育の充実

自国の文化や異文化
に対する理解を深め
るため、市内在住の
中学生に対し、国際
交流などの機会を提
供します

門真市と世界を舞
台に活躍する人材
を育成するため、
英語プレゼンテー
ションコンテスト
を開催するととも
に、中学生海外派
遣研修を実施す
る。

①プレゼンテーションコンテストについて
は、一次審査、二次審査を通過した18名の
中学１・２年生によるプレゼンテーション
の結果、最優秀賞１名、優秀賞８名、及び
奨励賞９名を選出した。翌年度、最優秀賞
及び優秀賞受賞者に海外派遣研修を実施
し、他の９名については、国内の体験型英
語教育施設への派遣を実施予定。

②プレゼンテーションコンテストについ
て、２9年度は、781名の応募があり、昨
年度より８名増加させることができた。

③引き続き、プレゼンテーションコンテス
トの応募者が増加するよう努めたい。

門真市と世界を舞台
に活躍する人材を育
成するため、英語プ
レゼンテーションコ
ンテストを開催する
とともに、中学生海
外派遣研修を実施す
る。

語学力アップが
事業の取組みに
応用が出来れば
と期待する。

社会教育課
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13 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

国際交流活
動の促進

多様な文化を持つ市
民が参画できる、国
際交流活動のための
取り組みを促進しま
す

公益財団法人大阪
府国際交流財団が
実施する相談会の
見学、他市との交
流を深めるために
会議等に参加し、
情報収集に努め、
現代にあう事業内
容の検討に努め
る。1日相談会と国
際交流事業の開催
日と組んで双方の
事業を盛り上げた
い。

①市内で国際交流事業を開催する実行委員
会に対し、補助金交付要綱に基づき５万円
を交付した。当事業では、児童・教職員・
保護者・地域住民など400人の参加者が集
まり、中国などの歌や民族芸能の発表が行
われた。
（男女別は記録していないため不明）
②多文化を受容し、共生しようとする心を
育てるとともに、地域の国際化に寄与し
た。

③国際交流事業実行委員会への補助金交付
のほかに、特段の取り組みを行えていな
い。

大阪府などが開催す
る会議等に参加し、
公益財団法人大阪府
国際交流財団や他市
の取り組みについて
情報収集を行うとと
もに、時代の潮流に
合った交流事業の検
討に努める。

団体の内容が
はっきりしない
ため、今後どう
なるか継続して
見守ることが必
要。

魅力発信課
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14 基本目標②



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 就労の場
での男女
の理解と
認識を深
める

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

大阪府等関係機関
と連携し、「男女
雇用機会均等法」
や「女性活躍推進
法」の周知啓発を
進めるほか、セミ
ナーを開催し、情
報提供に努める。

①大阪労働局が発行する「公正な採用選考
のために」のリーフレットを人権女性政策
課に設置し、情報提供を行ったほか、女性
活躍推進法に関連する記事を市ホームペー
ジに掲載している。
　
②女性が安定・安心して就労できるよう、
リーフレットや市HPにより「男女雇用機会
均等法」や「女性活躍推進法」の啓発啓発
を行うことができた。
　
③周知方法を工夫し、セミナーの開催な
ど、さらに効果的な啓発を検討する。

大阪府等関係機関と
連携し、「男女雇用
機会均等法」や「女
性活躍推進法」の周
知啓発を進めるほ
か、セミナーを開催
し、情報提供に努め
る

担当課ならでは
のノウハウを発
揮して欲しい。
課題解決に向け
て担当課が培っ
てきた人的資源
を活用した取り
組みを期待す
る。市民と協働
して楽しみなが
ら意識や課題解
決力の向上がで
きる参加型プロ
グラムの開発を
期待する。

人権女性政策課

72

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

関係法令の趣旨・
内容が記載された
チラシ・パンフを
市施設等に配置
し、関係機関が実
施する各講演・セ
ミナーを紹介し、
周知等を図る

①関係機関からの法令関係チラシ・パンフ
レットを配置し周知に努めた。
　
②チラシ・パンフレットを設置により、労
働関係法令や制度の周知ができた。

③関係機関と連携を強化し労働関係法令等
の啓発に努める。

関係法令の趣旨・内
容が記載されたチラ
シ・パンフを市施設
等に配置し、関係機
関が実施する各講
演・セミナーを紹介
し、周知等を図る

年度毎の重点課
題を設定した啓
発活動を望む。
働く女性が参加
可能な日程でセ
ミナーやワーク
ショップを実施
し、さらに女性
のリーダー育成
の促進を願う。

産業振興課
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方針 施策

雇
用
な
ど
の
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

1
基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

ハローワークと連
携し、継続して研
修を行い、実効性
あるものにしてい
く。

①ハローワークと連携し、５月の新規学卒
者説明会で公正採用に関する内容の研修
（86社　91人参加）や１月の門真市・守
口市の企業トップを対象にした人権問題研
修会（34社　35人）を行った。
また、門真市企業人権推進連絡会総会にお
いて、大阪府が発行する「公正な採用選
考」の啓発パンフレット等を配布した。こ
の他、同連絡会会員に対し、改正育児・介
護休業法及び女性の活躍・両立支援サイト
（厚労省委託事業）について情報提供を
行った。

②ハローワークと連携し公正採用を中心と
した研修を実施できた。
また、市内企業に対して、女性活躍に関す
る情報をはじめ、労働関係の情報提供が行
えた。

③企業に対し、公正採用等の継続的またタ
イムリーな情報提供が行えるよう様々な機
会をとらえ、情報発信していく。

ハローワークと連携
し、研修を行うとと
もに、企業に的確な
情報提供が行えるよ
う努める。

各組織や企業へ
継続した取り組
みを期待する。
年度による重点
課題を設定し、
独自プログラム
や他課との協働
により、企業内
研修に役立つ分
かりやすいプロ
グラムの開発が
望ましい。
働く女性や就労
希望の女性が抱
く不安を吸い上
げ、生の声を活
かした研修を望
む。

人権女性政策課

74

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に雇
用管理上の義務や
職場慣行の見直し
などについて、啓
発に努める

①市施設内にチラシ・パンフを配置し事業
所等への周知・啓発に努めた。
　
②商工会議所などと連携した事業者への啓
発を、十分にできなかった。

③商工会議所等と連携し、事業者に対し制
度・法令の啓発、ＰＲに努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に雇用管
理上の義務や職場慣
行の見直しなどにつ
いて、啓発に努める

啓発と研修の充
実が望まれる。
重点課題に対す
る現場の声を収
集し、それを活
かした研修や、
女性が求めるも
のの明確化と解
決に向けての提
案が必要だと思
われる。

産業振興課
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2
基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

男女共同参
画を実践す
る企業の実
践例などの
情報の提供

男女共同参画を進め
る大阪府内や市内の
企業の実践例などに
ついて、大阪府等関
係機関との連携によ
り情報提供を進めま
す

女性サポートス
テーションを中心
に、ＨＰやチラシ
などで企業内の実
例を情報提供して
いく。

①市HPで女性の活躍・両立支援サイト（厚
労省委託事業）を紹介し、市内企業の行動
計画や取組を見ることが出来るようにして
いる。

②サイトでは、市内のみならず全国各地の
ユニークな取り組みなどを見ることが出来
る。

③大阪府等関係機関と連携し、広く情報提
供を行う。

女性サポートステー
ションを中心に、Ｈ
Ｐやチラシなどで企
業内の実例を情報提
供していく

情報提供に加
え、市内の男女
共同参画を促進
している企業と
の協働でセミ
ナー等を実施
し、参加者と企
業がふれ合い学
び合う場の提供
が有効だと考え
る。

人権女性政策課
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企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

男女間の格差の解
消を進めるため、
ポジティブ・アク
ションの実施や女
性活躍推進につい
ての啓発資料等の
情報提供に努め
る。

①市HPで女性の活躍・両立支援サイト（厚
労省委託事業）を紹介し、市内企業の行動
計画やポジティブ・アクションなどの取組
を見ることが出来るほか、内閣府男女共同
参画局発行の「共同参画」を女性サポート
ステーションに配架することにより、ポジ
ティブ・アクション実施についての啓発活
動を行った。

②HPにサイトを紹介していることでより多
くの人に情報提供できた。

③更に広く情報提供ができるよう、工夫す
る

男女間の格差の解消
を進めるため、ポジ
ティブ・アクション
の実施や女性活躍推
進についての啓発資
料等の情報提供に努
める

総論的ではなく
重要課題を掘り
下げた多角的視
野からの研修を
期待する。
「＃MeToo」
に世界が関心を
持つ時にハラス
メント研修が有
効であるよう
に、世界の流れ
を取り込んだ年
間計画と、企業
が関心を示すよ
うなタイムリー
な研修を期待す
る。

人権女性政策課
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企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に男
女間の格差を解消
するため、ポジ
ティブ・アクショ
ンを促すための啓
発に努める。

①関係機関からのチラシ・パンフレットを
配置し周知に努めた。
　
②商工会議所などと連携した事業者への周
知及び啓発を、十分にできなかった。

③商工会議所（経営者団体）と連携しつ
つ、制度の周知・啓発に努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に男女間
の格差を解消するた
め、ポジティブ・ア
クションを促すため
の啓発に努める。

女性活躍に不可
欠な人権意識の
向上への取り組
みを期待する。
ポジティブ・ア
クションの推進
を阻害する職場
のハラスメント
研修の充実が望
まれる。

産業振興課
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基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

女性の商工
業や農業な
どにおける
技術・経営
管理能力の
向上

商工業や農業などに
従事する女性の技術
や経営能力向上のた
め、大阪府等関係機
関との連携により情
報提供を進めます

女性従事者のニー
ズにあった、効果
的な講座等の情報
提供に努める。

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得
のためのチラシ・パンフレットの設置によ
り周知に努めた。
　
②チラシ・パンフレットを配置したことに
より、女性従業者への周知ができた。

③大阪府等の関係機関と連携し、情報提供
に努める。

女性従事者のニーズ
にあった、効果的な
講座等の情報提供に
努める。

H29年度はチラ
シやパンフレッ
トが効奏し周知
が出来たことは
評価できる。
H30年度は講座
等の実施によ
り、行政ならで
はの更に充実し
た情報提供を期
待。

産業振興課
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2 多様な働
き方への
支援を進
める

女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

相談体制の充実を
図るとともに、就
労に繋がる情報の
収集や提供に努
め、セミナーを実
施し女性の再雇用
支援に努める。

①女性サポートステーションにおいて就労
相談を週５日実施したほか、就職に役立つ
内容の講座を４回、起業に関するセミナー
を１回開催し、女性の多様な働き方支援を
行った。

②再雇用のみならず、起業に関する支援も
行うなど、多様なニーズに応えられるよう
新たな取り組みを行った。

③女性サポートステーションでの就労支
援・起業支援に加え、ハローワークなど関
連機関と連携し、女性の再雇用支援に取り
組む。

相談体制の充実を図
るとともに、就労や
起業に関する情報提
供を行い、またセミ
ナーを開催すること
で女性の再雇用支援
を行う。

女性の就労意識
やライフスタイ
ルは多様である
ことから、行政
としても様々な
ニーズや支援へ
の対応が必要で
あり、H30年も
引き続き施策の
充実を期待す
る。

人権女性政策課
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女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

就労相談や女性の
雇用を対象とした
チラシ・パンフを
市内公共施設等に
配置し、就労相
談・セミナー等の
周知に努める。

①就職セミナー等のチラシ・パンフレット
を設置し周知に努めた。さらに、ハロー
ワークよりオンラインによる求人情報の提
供を受けるようにした。

②大阪府との連携は十分にできなかった。
ハローワークにおいては、情報を提供する
といった形で、連携を行うことができた。

③大阪府との連携を図り、再雇用の支援に
努める。

就労相談や女性の雇
用を対象としたチラ
シ・パンフを市内公
共施設等に配置し、
就労相談・セミナー
等の周知に努める。

就労や再雇用に
関わるニーズや
要望を　きめ細
かく汲みとるこ
とにより、引き
続きの的確な情
報提供と支援を
期待。

産業振興課
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基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

育児休業制度の概
要を啓発し、制度
を利用するための
職場環境づくり推
進に関するリーフ
レットなどを活用
し事業者に働きか
け労働者の就労支
援に努める。

①大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バ
ランス」のリーフレット等で育児・介護の
両立支援制度や労働条件等の情報提供を実
施したほか、市HPで女性の活躍・両立支援
サイト・仕事と育児カムバック支援サイト
（厚労省委託事業）を紹介し、事業主が活
用できる助成金や全国の企業が実施する取
り組みなどについて情報提供をおこなっ
た。また、本課が作成した「育児・介護休
業法の改正ポイント」というチラシを企業
人権総会において配布した。
　
②リーフレット等は労働者のための指針や
制度について解説されており、利用しやす
い。
事業者の実践状況把握は出来ていない。

③大阪府や労働局が発行する資料を活用
し、引き続き啓発を進めるとともに、事業
者の取り組み状況等を把握し、その内容も
含めた情報の提供に努める。

　

育児休業制度の概要
を啓発し、制度を利
用するための職場環
境づくり推進に関す
るリーフレットなど
を活用し事業者や育
児休業取得者に働き
かけ就労支援に努め
る

育児休業に関わ
る制度の充実は
もとより、職場
の風土や意識、
職場上司の理解
と支援に向けた
環境づくりが必
要。H30年も行
政として、更な
る事業者への働
きかけが必要。

人権女性政策課
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育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に育
児休業制度や関係
法令について、周
知及び啓発を図
る。

①関係機関からのチラシ・パンフレットを
配置し周知に努めた。
　
②商工会議所などと連携した事業者への周
知及び啓発を、十分にできなかった。

③商工会議所（経営者団体）と連携しつ
つ、制度の周知・啓発に努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に育児休
業制度や関係法令に
ついて、周知及び啓
発を図る。

H30年も関係団
体との連携や情
報交換を期待。
官民あげての対
応が必要。

産業振興課
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5
基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 1 仕事と生
活の調和
（ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンス）に
ついての
考え方を
広く普及
する

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの啓発

仕事と生活の調和の
実現は、一人ひとり
が望む生き方ができ
る社会の実現にとっ
て必要不可欠なた
め、市民が理解を深
められるように、啓
発を進めます

ワーク・ライフ・
バランス啓発講座
を開催するほか、
リーフレットや書
籍の貸し出しによ
る情報提供を行う
ことにより啓発を
進める。

①11月８日にワーク・ライフ・バランスに
関する講座「父親が関われば子育てが変わ
る！男性家庭進出の実現」を開催し、市
民・市職員58名（男42名、女16名、男女
比7：3）の参加があった。また、女性サ
ポートステーションでワークライフバラン
スに関する図書や視覚教材の貸し出しを
行った。

②ワーク・ライフ・バランスの講座を通
じ、働き方を振り返る機会の提供となり、
一層の意識の醸成が図れた。

③「ワーク・ライフ・バランス」の理解が
深められるように啓発講座や図書の貸し出
しを継続するほか、リーフレット等を利用
し、さまざまな世代に考え方を普及させる
ための取り組みを進める。

ワーク・ライフ・バ
ランス啓発講座を開
催するほか、リーフ
レットや書籍の貸し
出しによる情報提供
を行うことにより啓
発を進める

共働き世帯が増
える中、家族で
の支えあいと助
け合い無くして
ワークライフバ
ランスの実現は
困難であり、そ
のためにも男性
の育児・家事参
画への意識醸成
は必要。若年層
はワークライフ
バランスの意識
は高いものの、
職場や上司の支
援が不可欠。行
政として啓発の
みならず業界団
体等にも引き続
きの理解促進の
ためのアプロー
チを期待。

人権女性政策課

84

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

長時間労働などの
職場環境の見直し
など労働時間に関
する基本的な考え
方のリーフレット
等を活用し事業者
に啓発を働きかけ
るとともに、実施
状況の把握に努め
る。

①11月8日に実施したワークライフバラン
ス啓発講座の案内を門真市企業人権推進連
絡会にも送付し、受講を促したほか、市HP
で女性の活躍・両立支援サイト（厚労省委
託事業）を紹介し、全国の企業が実施して
いる取り組みについても同サイトから情報
提供した。

②ワークライフバランス啓発講座の案内な
どを門真市企業人権推進連絡会へ送付し、
事業者に働きかけを行ったが、啓発の実施
状況の把握には至らなかった。

③啓発について、事業者へ働きかける機会
や実施状況の把握について、引き続き検討
する。

長時間労働などの職
場環境と働き方の見
直しなど労働時間に
関する基本的な考え
方のリーフレット等
や啓発セミナーを活
用し、事業者に働き
かけるとともに、実
施状況の把握に努め
る。

過重労働撲滅等
引き続きの啓発
は必要。一方で
業界の慣例や商
習慣に起因する
長時間労働も少
なからず存在
し、事業者のみ
ならず業界や経
済団体への働き
かけも併せて期
待。

人権女性政策課

85

仕
事
と
家
庭
生
活
、

地
域
活
動
の
両
立
支
援

6
基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に
ワーク・ライフ・
バランス等につい
て啓発を図る。

①市施設内にチラシ・パンフレットを配置
し周知に努めた。
　
②チラシ・パンフを配置した事により事業
者への周知ができた。

③商工会議所（経営者団体）と連携し、啓
発に努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者にワー
ク・ライフ・バラン
ス等について啓発を
図る。

ワーク・ライフ
バランス等の啓
発にあたって、
市の所有するＤ
ＶＤ等を活用
し、具体的なイ
メージを持てる
ようにすること
が有効ではない
か。

産業振興課

86

2 仕事と子
育て・介
護との両
立ができ
るよう、
環境整備
を進める

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

労働局、大阪府、
財団法人の作成す
る啓発パンフレッ
トやHPの情報を利
用し、労働者に対
して、最新情報を
積極的に提供して
いく。

①女性サポートステーションにおいて12月
16日に育休後の職場復帰に関するセミナー
「さあ育休後からはじめよう！職場復帰講
座」を開催し5名の参加があった。
　
②参加者に育休中の方もいたことから、育
休後の職場復帰にすぐに役立つ情報提供の
機会になった。

③引き続き、リーフレットやセミナーなど
で啓発を進めるとともに、事業者や育児休
業取得者に働きかけを行う。

労働局、大阪府、財
団法人の作成する啓
発パンフレットやHP
の情報を利用し、労
働者に対して、最新
情報を積極的に提供
していく。

講座セミナー等
の開催を通し
て、得られた育
児、介護に関わ
る実態をふま
え、国や府等の
作成する情報が
各事業所におい
て、より有効に
活用できるよう
取り組んでいた
だきたい。

人権女性政策課

87

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

育児・介護に関す
る両立支援制度に
ついて市民・庁内
関係課へチラシ等
を配布し情報提供
に努める。

①市施設内にチラシ・パンフレットを配置
し周知に努めた。
　
②チラシ・パンフを配置した事により来庁
者等への周知及び啓発はできたものの、そ
れ以外の効果的な活動の検討はできなかっ
た。

③関係機関と連携し、制度の普及啓発に努
める。

育児・介護に関する
両立支援制度につい
て市民・庁内関係課
へチラシ等を配布し
情報提供に努める。

子育て、介護に
関する両立支援
制度について、
効果的に周知が
進むよう取り組
みを期待する。

産業振興課

88

7
基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

育児や介護のため
の両立支援制度概
要等の推進に関す
る、リーフレット
などを活用し事業
者に情報提供を進
めるとともに、実
践状況の把握に努
める。

①大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バ
ランス」のリーフレット等で育児・介護の
両立支援制度や労働条件等の情報提供を実
施したほか、11月8日にワークライフバラ
ンスに関する講座「父親が関われば子育て
が変わる！男性家庭進出の実現」を開催
し、NPO法人ファザーリング・ジャパン関
西から講師を招き、育児と仕事を両立して
いる男性の体験談などについて講義をして
いただいた。参加者数は58名（男42名、
女16名、男女比7：3）

②HPや啓発セミナーで情報提供を行ったこ
とで、より多くの方への啓発の機会を作っ
た

③厚生労働省のサイトや府などが発行する
資料を活用し、引き続き啓発を進める。

育児や介護のための
両立支援制度概要等
の推進に関する、
リーフレットなどを
活用し事業者に情報
提供を進めるととも
に、実践状況の把握
に努める。

講座、セミナー
の実施を通して
把握した実態
を、市広報等で
紹介し、各事業
所へ意識の喚起
を図っていただ
きたい。

人権女性政策課

89

事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に育
児休業・介護休業
等の制度につい
て、周知・啓発を
図る。

①大阪府が発行するリーフレット「ワー
ク・ライフ・バランス」を利用し、労働時
間等の基本的な考え方の情報提供を行っ
た。

②チラシ・パンフを配置した事により来庁
者等への周知及び啓発はできたもの、それ
以外の効果的な活動の検討はできなかっ
た。

③労働者への配慮等、事業主の取り組みが
進むよう、実施状況を把握し、引き続き啓
発活動に取り組む必要がある。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に育児休
業・介護休業等の制
度について、周知・
啓発を図る。

門真の各事業所
における制度利
用の”実践報告
の会”を是非と
も実現していた
だきたい。

産業振興課

90

8
基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２９年度
の事業目標

平成２９年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成３０年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

保育サービ
スなどの充
実

共働き世帯などの働
く親の仕事と子育て
との両立を支援し、
子どもの健やかな成
長を支援するため、
保育所における延長
保育や一時預かりな
どのサービス、病児
保育、放課後児童ク
ラブの充実に努めま
す

子ども・子育て支
援事業計画に基づ
き、市民ニーズに
即した子育て支援
施策の供給体制の
構築を図る。

①子ども・子育て支援事業計画の目標に基
づき、新制度に移行した施設等も含め、事
業の拡充に努めた。

②新制度に移行した施設等を中心に、一
定、供給量を拡大することができた。

③さらなる供給量の確保に向け、市全体で
子育て支援サービスの拡充に向けた取り組
みを進めていく必要がある。

子ども・子育て支援
事業計画に基づき、
市民ニーズに即した
子育て支援施策の供
給体制の構築を図
る。

「子ども、子育
て支援事業計
画」に基づき、
安心して子供を
産み育てること
ができる「かど
ま」に向け支援
サービスの環境
整備を図られた
い。

保育幼稚園課

91

介護サービ
スなどの充
実

介護を必要とする高
齢者を抱え、仕事と
の両立を図ろうとす
る家庭に対し、介護
保険制度に関する情
報提供の充実を図
り、介護サービスの
効果的な提供支援を
通じて、介護が個
人・家族の責任から
社会の責任として定
着するように努めま
す

今後も高齢者数及
び高齢化率の上昇
が見込まれるた
め、適切な要介護
認定及び保険給付
のみならず、家族
介護者の支援や介
護の予防について
も重点的に進め
る。

①地域包括支援センター等と連携し、介護
保険制度の周知や家族介護者の相談に取り
組んだ。

②相談機関の周知とともに、地域包括支援
センター等と連携し、個別のニーズに応じ
た相談体制の充実に努めた。

③地域包括支援センター・ケアマネー
ジャー・介護者家族の会等に協力を依頼
し、より一層の周知が必要である。

今後も高齢者数及び
高齢化率の上昇が見
込まれるため、適切
な要介護認定及び保
険給付のみならず、
家族介護者の支援や
介護の予防について
も重点的に進める。

社会の責任とし
ての介護が、よ
り厳しい状況に
なりつつある。
介護を必要とす
る高齢者、ある
いは介護職の負
担にならないき
め細かい取り組
みをお願いした
い。

高齢福祉課

92

9
基本目標③



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 生涯を通
じ男女が
健康を保
持・増進
できるよ
う、心身
の健康に
関する啓
発・教育
を進める

性と生殖に
関する健康
と権利（リ
プロダク
ティヴ・ヘ
ルス／ライ
ツ）に関す
る啓発

女性の人権として、
性と生殖に関する健
康と権利（リプロダ
クティヴ・ヘルス／
ライツ）の正しい概
念を周知します

広報紙やホーム
ページを利用した
周知・啓発に合わ
せ、セミナー等で
の啓発に努める。

①「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」に
関する記事を３月１日～８日の「女性の健
康週間」や３月8日の「国際女性デー」の周
知とともに市HPに掲載している。
また、女性サポートステーションで「わた
しのからだをトータルに知ろう！学ぼう！
考えよう！～リプロダクティブ・ヘルス／
ライツ入門」セミナーを開催し、４名の方
に参加していただいた。

②HPの記事やセミナーを通じて、わかりや
すく学ぶ機会の提供ができた。

③セミナー参加者も少なく、まだまだ浸透
していない概念であるので、より分かりや
すい周知方法も検討する必要がある。

広報紙やホームペー
ジを利用した周知・
啓発のほか、セミ
ナー等での啓発に努
める。また、効果的
な周知方法も検討す
る。

28年度の取組
みに加え、29
年度はセミナー
を開催されたと
のこと、少しず
つ取組が進んで
いること、評価
できる。
長い名称は浸透
しにくいので、
リプロ等省略し
た愛称を考え、
そこから概念の
定着を図るのも
良いかもしれな
い。

さらなる工夫に
期待したい。

人権女性政策課

93

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

引き続きチラシや
ポスターなどをと
おして啓発に努め
るとともに、依頼
があれば学校など
においても健康教
育を行う。

①第三中学校からの依頼で、性教育に関し
て健康教育を行った。
（中学3年生：160人を対象に命の誕生、
性行為のリスクなどについて）
②正しい知識の普及啓発に努めた。

③引き続き、普及啓発を進める。

引き続きチラシやポ
スターなどをとおし
て啓発に努めるとと
もに、依頼があれば
学校などにおいても
健康教育を行う。

具体的に一つの
中学校で性教育
を実施されたこ
とは評価でき
る。
今後はその取組
の点検をされ、
他校へ是非広げ
ていただきた
い。
性教育は人間関
係の土台になる
もので、さらに
力を入れて進め
ていただきた
い。

健康増進課
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方針 施策

生
涯
を
通
じ
た
男
女
の
健
康
支
援

1 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

性に関する価値観の
ちがいを認め合う意
識を児童・生徒に育
むために、外部講師
を招聘する等の特別
な取組も継続的に進
めていく。

①性の多様性について、必要に応じて外部講師
を招聘する等し、各校で学習を行った。また、
性教育について講師を招聘し性感染症予防、Ｈ
ＩＶ/エイズについての学習を行った。
※性の多様性及び感染症
・第四中学校：参加対象：全学年生徒
　（男子234人：女子212人）
　　一学年ずつ体育館に集めて実施。
・はすはな中学校：参加対象：2年生生徒
　（男子70人：女子80人）
　　助産師に依頼
・第七中学校：参加対象：１年及び3年生生徒
　１年生（男子60人：女子64人）
　　「赤ちゃん先生」に依頼
　　※「赤ちゃん先生」とは、自校又は他校の
　　　育休中の女性教職員
　３年生（男子79人：女子65人）
　　助産師に依頼
　
※ＬＧＢＴ教職員研修
・四宮小学校：講師：井上すずか氏
　（参加者：男16人、女24人）
・門真みらい小学校：講師：内藤れん氏
　（参加者：男12人：女29人）
②各学校において、児童・生徒の発達段階に応
じた性に関する指導が実施できた。

③性に関する意識や価値観が多様化する中、児
童・生徒が性の多様性を尊重する意識や態度を
育む取組が引き続き必要である。

性に関する価値観の
ちがいを認め合う意
識を児童・生徒に育
むために、外部講師
を招聘する等工夫を
し、継続的に取組を
進めていく。

性の多様性を受
け入れる価値観
を育むために、
学校の状況に応
じて、専門の外
部講師を招聘す
ることは、意味
がある。今後も
取組を進めてい
ただきたい。

学校教育課
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男女の健康
に関する啓
発

男女の健康に関する
啓発について、生活
習慣病予防教室や骨
粗しょう症予防教室
などを開催し、広報
紙などを活用し、市
民が受講しやすい内
容に努めます

食育ボランティア
の活躍の場を増や
し、市民と一緒に
健康づくりに取り
組む。

①親子クッキングの調理実習において食育
ボランティアにも参加を募った。
（参加人数、男２人：女7人 うち子供は男
2人女4人）
（食育ボランティア登録人数は18人、女性
のみ）
②食育ボランティアと参加者とともに実習
を行った。

③食育ボランティアの活躍の場を持ち、登
録者数の増加に努める。

食育ボランティアを
養成し、登録者数の
増加に努める。

親子クッキング
の場にも市民の
食育ボランティ
アが参加し、共
に実習を行うな
ど、着実に成果
を上げておられ
る。
今後は食育ボラ
ンティアに男性
の参加者を増や
す働きかけをお
願いしたい。

健康増進課
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2 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

飲酒、喫
煙、薬物乱
用防止対策
などの推進

医師会や保健所など
の関係機関、学校、
家庭、地域などとの
連携により、飲酒、
喫煙、薬物乱用防止
対策に努めます

保健所や医師会な
どの関係機関との
連携を図りなが
ら、健康の保持等
の周知啓発に努め
る。

①妊娠届出時の助産師等による面接におい
て、喫煙している妊婦とそのパートナーに
向けて、禁煙指導を行った。
（妊娠届出件数：７９２件）
②禁煙に至らずとも、受動喫煙を避けるよ
う心掛けたり、たばこの害についての周知
は一定、出来た。

③引き続き助産師等による全数面接におい
て、禁煙指導を行うとともに、健康展や健
診等の場で健康保持・増進に関する情報提
供に努め、周知啓発を図る。

保健所や医師会など
の関係機関との連携
を図りながら、健康
の保持等の周知啓発
に努める。

妊娠届出時の面
談で禁煙指導を
行うのは、時宜
を得ている。

また、学校等で
の禁煙教育や、
薬物についての
危険性紹介も、
進めていただき
たい。
受動喫煙の危険
性の啓発にも一
層取り組んでい
ただきたい。

健康増進課
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2 生涯各期
に応じた
健康対策
を進める

妊娠や出産
などに関す
る健康支援

飛び込み出産の防止
や妊娠高血圧症候
群、貧血の早期発見
など、妊婦の健康の
保持・増進を図るた
め、妊婦健康診査の
周知と受診の促進を
図ります。また、相
談や乳幼児健診、訪
問活動など、母子の
健康の保持・増進を
図ります

母子健康手帳の交
付時に妊娠・出産
に関する専門性の
高い助産師による
全数面接を行い、
妊婦健診の受診勧
奨及び妊婦の相談
などにも対応す
る。

①母子健康手帳の交付時に助産師等による
全数面接を実施した。また、引き続き妊婦
健診に係る費用の公費負担を実施した。

②妊娠時から個別支援を行うことができ
た。また、妊婦健診の公費負担を行うこと
で、自己負担の軽減及び妊婦の健康の保持
増進に取り組むことができた。

③引き続き助産師等による全数面接から、
必要なケースには早期に地区担当保健師の
介入につなげる。

母子健康手帳の交付
時に妊娠・出産に関
する専門性の高い助
産師等による全数面
接を行い、妊婦健診
の受診勧奨及び妊婦
の相談などにも対応
する。
妊婦健診の公費負担
増額を実施し、さら
なる受診環境の整備
に努める。

助産師による全
数面談は、さま
ざまな啓発の良
い機会でもあ
り、出産後の両
親への支援の
きっかけともな
る評価できる取
組である。

今後は是非、
カップルでの面
談を呼びかけて
いただきたい。

健康増進課
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乳幼児期か
らの食育の
推進

健康づくりの基礎と
なる乳幼児期に、適
切な食習慣の確立や
食を通じた豊かな人
間性の構築、家族の
関係づくりなどを深
めるため、食生活の
重要性について、総
合的な食育の推進を
図ります

門真市健康増進計
画・食育推進計画
の推進体制を充実
させ、計画の中間
見直しに向けて取
り組む。食育ボラ
ンティアの活躍の
場を持ち、食育を
推進していく。

①門真市健康増進計画・食育推進計画の中
間評価及び、計画改定を行った。

②中間評価に向けた市民アンケート実施に
より、現状把握ができた。

③門真市健康増進計画・食育推進計画の推
進体制を充実させ、計画実行のための取り
組みに努める。

食育ボランティア養
成講座を開催し、ボ
ランティア登録者数
の増加に努める。
関係各課と連携を図
りながら、門真市健
康増進計画・食育推
進計画を適切に推進
する。

市民アンケート
を実施して、現
状把握をしたこ
とは、今後の計
画策定に向けて
意味がある。
今後は食育ボラ
ンティア養成講
座に男性の参加
を増やす工夫を
是非していただ
きたい。

健康増進課
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3 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

成人・高齢
期における
健康づくり
の推進

死因や要介護認定の
原因疾患の男女の違
いなどを踏まえ、が
ん検診の受診や疾病
に関する正しい知識
の啓発を進めます。
また、心の健康相談
の充実に努めます。

がん検診やその他
健診についての周
知・受診勧奨に努
める。また、心の
問題など、適切な
相談窓口を紹介し
充実した相談支援
を進める。

①がん検診は集団・個別の両方式、一般健
診は個別健診を行った。

②市民が身近な医療機関で健診を受ける機
会を設けることができた。

③乳がん・子宮がん検診については対象の
４０歳、２０歳となる市民に無料クーポン
券を送付するとともに、６０～６９歳の府
の重点勧奨対象者に個別通知を実施し、受
診を促した。心の健康相談については、引
き続き、保健所など関係機関・関係各課と
の連携強化を図る。

引き続き、がん検診
やその他健診につい
ての周知・受診勧奨
に努める。また、心
の問題など、適切な
相談窓口を紹介し充
実した相談支援を進
める。
がん検診において、
府が設定する重点受
診勧奨対象者に対
し、個別受診勧奨を
行い、がんの早期発
見・早期治療をめざ
す

60～69歳の府
の重点勧奨対象
者に個別通知を
実施し、受診を
促すなど、きめ
細かな対応は評
価できる。
乳がん・子宮が
ん等だけでな
く、性差に注目
した保健や医
療・介護予防対
策を進めていた
だきたい。

健康増進課
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健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

市民のスポーツの
振興、健康の増進
を図るため、市民
の誰もが気軽に参
加でき、スポー
ツ・レクリエー
ション活動のきっ
かけづくりとなる
門真市スポーツ・
レクリエーション
大会の更なる充実
を図りたい。

①門真市スポーツ少年団が主催する大会事業に
対し補助金を交付するとともに、門真市体育協
会との共催で、北河内地区総合体育大会をはじ
め、大阪府総合体育大会、三島・北河内地区対
抗柔道大会、北河内地区駅伝競走大会を開催し
た。北河内地区駅伝競走大会については、門真
市が担当市であったが、事故等もなく無事に事
業が完了した。
また、平成26年度から開催した「門真市スポー
ツ・レクリエーション大会」も第４回を迎え、
年々参加者も増加しており、内容の充実も図れ
ている。（実行委員会の男女比→平成28年度
競技部門：男性100％　レク部門：男性
66.7％女性33.3%　常任委員：男性81.8%
女性18.2%　合計：男性81.8%　女性17.8%
平成29年度　競技部門：男性100％　レク部
門：男性63.6%　女性32.4%　常任委員：男
性83.3%　女性16.7%　合計：男性81.8%
女性18.2%）※レクレーション部門は当日気軽
に来ていただける（一部対象制限有）

②「門真市スポーツ・レクリエーション大会」
の企画運営に、今回新たにＲＵＮ伴やゲトカポ
エイラが参画し、活躍されたことに加え、開催
内容の充実及び電子媒体を活用した周知方法の
充実を図り、参加者も例年と同等であった。

③更なる参加者の増加をめざし、子どもから高
齢者、障がい者など、誰もが気軽に参加できる
運営方法を検討する。

生涯スポーツ推進協
議会の設立により、
勝敗に拘った競技性
の高い大会から、普
段スポーツに縁のな
い人がスポーツを始
めるきっかけとなる
事業まで、市民それ
ぞれのライフステー
ジに応じたスポー
ツ・レクリエーショ
ン活動の機会を確保
することで、スポー
ツ・レクリエーショ
ン人口の増加を目指
す。

「門真市スポー
ツレクレーショ
ン大会」が第4
回を迎え、参加
者が年々増加
し、内容も充実
しているとのこ
と、評価でき
る。
年齢、性別、障
がいの有無を問
わず、それぞれ
のライフステー
ジに応じたス
ポーツ・レク
レーションの楽
しさを味わえる
会にさらに発展
させるために、
今後は企画運営
に女性を始め多
様な人の参画を
実現して欲し
い。

社会教育課
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4 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

歩こうよ・歩こう
ね運動のスポーツ
活動の促進を行
い、高齢者が、こ
の運動を自主的に
取り組むことによ
り、介護予防など
になるため、参加
者数の増加を目指
す。

①引き続き、高齢者の健康維持・増進のた
め、歩こうよ・歩こうね事業を進めた。(1
年間で１回から４回までどれかに参加した
人数は908人。延べ人数は2,899人。男女
比は男：女＝４：６）門真市老人クラブ連
合会と協力し、事業の周知を進めた。参加
者のモチベーションアップのため、成績優
秀者に対し表彰を行うとともに、目標達成
者に参加賞を贈った。

②高齢者の閉じこもりや介護予防のために
運動習慣を身につけ、健康の維持・推進を
図ることができた。

③今後は、更なる参加数や完歩者が増加し
ていくような周知や動機づけについて支援
が必要である。

門真市第７期高齢者
保健福祉計画の基本
目標である「健康づ
くり、介護予防の推
進」を進める上で、
本事業は重要な事業
となることから、参
加者の増加に向けて
周知を図る。

参加者数の増加
を目指すという
29年度の事業
目標はどの程度
達成されたか、
評価に盛り込ん
でいただきた
い。

高齢福祉課

102

5 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 1 困難な状
況に置か
れた人々
の課題解
決のため
の支援を
強化する

ひとり親家
庭に対する
支援

母子家庭等ひとり親
家庭の自立支援を計
画的に進めます

第３次ひとり親家
庭等自立促進計画
に基づき、ひとり
親家庭の自立支援
に努める。また、
自立支援に向けた
給付金の対象者の
拡充を図ること
で、更なる就労支
援に努める。

①自立支援員によるひとり親自立支援相談
を211件（3月末時点）実施した。また、
ひとり親家庭や関係機関等向けの研修会を
実施し、離婚相談等についての知識を深め
た。
　
②自立支援教育訓練給付金が２件、高等職
業訓練促進給付金事業が６件の実績があっ
た。高等学校卒業認定試験合格支援事業に
ついては周知啓発を行った結果、１件の申
請及び相談件数が微増となった。また、プ
ログラム策定事業を行うことで、個々の
ニーズに合わせた就労支援を行った。(3月
末時点）

③今後も引き続き自立支援員による相談業
務等を実施するとともに、関係機関等と連
携することで、相談体制の充実に努める。

第３次ひとり親家庭
等自立促進計画に基
づき、ひとり親家庭
の自立支援に努め
る。また、自立支援
に向けた給付金の対
象者の拡充を図るこ
とで、更なる就業労
支援に努める。

ひとり親家庭に
特に必要なのは
経済的な支援で
あるので、様々
な給付金対象者
の拡充を図ると
共に、引き続き
自立支援に力を
入れることをお
願いしたい。

子育て支援課
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高齢者に対
する支援

介護保険サービスの
提供を進め、地域で
の自立した生活を支
援するための事業を
推進します

地域包括支援セン
ター・介護保険事
業者・高齢者に関
わる地域住民らと
のさらなる連携の
強化（地域包括ケ
アシステム構築の
ため、地域ケア会
議の推進を図
る）。

①地域包括支援センター及び介護保険サー
ビス事業者・民生委員・校区福祉委員等を
対象に、市域包括ケア会議を実施（連絡部
会・地域支援部会・全体部会）した。
また、地域ケア会議を圏域ごとに開催し、
現状把握・改善策等を関係機関と連携を図
り検討した。
　
②会議の種類に応じて、地域包括支援セン
ター及び介護保険事サービス業者・民生委
員・校区福祉委員等、高齢者に関わる方々
に参加をして頂き、連携の重要性を周知で
きた。
　
③引き続き地域ケア会議を積極的に実施
し、地域住民との連携を図ると共に、地域
課題の抽出・改善策を検討していく。

地域包括支援セン
ター・介護保険事業
者・高齢者に関わる
地域住民らとのさら
なる連携の強化（地
域包括ケアシステム
深化・推進のため、
地域ケア会議の推進
を図る）。

介護支援を必要
としている本人
と家族が、躊躇
することなく介
護サービスを受
けられるような
ケアシステムの
構築を進めてほ
しい。

高齢福祉課
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6 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

障がいのあ
る児童に対
する支援

障がいのある子ども
が、地域で社会の一
員として主体的に生
きる力を高められる
ように、関係機関な
どと連携し、ライフ
ステージに合った福
祉・保健・医療など
を支援します

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援
事業、障がい児通
所支援の提供を行
い、障がい児の療
育を推進し、また
その生活を支える
とともに、保護者
の負担も軽減して
いく。

①平成30年3月時点での障がいのある子ど
ものサービスの利用状況は、障がい福祉
サービス・地域生活支援事業については減
少傾向にあり、受給者証の発行数は、30～
41人となっているものの、障がい児通所支
援についてはサービスが創設された24年以
来増加し続け、平成30年3月時点で受給者
証の発行数は306人となっている。

②障がいのある子どもに対し、学校・事業
所・市が連携し、障がい児支援利用計画に
基づき、必要な療育の機会を提供するとと
もに、保護者の負担を軽減した。

③今後も療育を必要とする障がいのある子
どもが適切な療育を利用できるよう、関係
機関に周知するとともに、市ホームペー
ジ・福祉のしおり等でも継続して周知に努
め、サービスを利用しやすい環境作りに努
めていく。

２９年度に策定した
第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
障がい児通所支援・
障がい福祉サービ
ス・地域生活支援事
業の利用を推進する
とともに、障がいの
ある子どもに対する
適切な療育の提供に
より、生活能力等の
向上や、またその生
活を支えることによ
り、保護者の負担も
軽減していく。

障がいのある子
どもをもつ親の
負担の軽減と、
他面にわたる支
援の手を望む。

障がい福祉課
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障がいのあ
る人に対す
る支援

障がい福祉サービス
の提供を進め、地域
での自立した生活を
支援するための事業
を推進します

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援
事業等の提供を行
い、障がい者の自
立に向けた支援を
継続して実施す
る。

①さまざまな障がいのある人に対し、障が
い福祉サービス・地域生活支援事業のサー
ビス提供を実施した。

②就労やグループホームの利用を希望する
方に対し、障がい福祉サービスによる就労
訓練の機会の提供とともに、一般就労に向
けた支援を行い、また、グループホームの
利用による自立した生活への支援を実施し
た。

③市ホームページ・福祉のしおり等で障が
い福祉サービス・地域生活支援事業につい
て、継続して周知を行う。

２９年度に策定した
第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
障がい福祉サービ
ス・地域生活支援事
業等の提供を行い、
３０年度開設予定の
地域生活支援拠点を
活用し、障がいのあ
る人の自立に向けた
支援を継続して実施
する。

市役所や行政の
支援はもとよ
り、地域の見守
りが大事だと思
うので、掛け声
運動などの継続
的支援を期待す
る。

障がい福祉課
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7 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

引き続き生活困窮
者自立相談支援事
業の実施により、
生活困窮に関する
相談を一元的に受
け付ける窓口とし
て機能するととも
に、相談者に寄り
添って自立にむけ
た支援を図ってい
く。また、生活困
窮者就労準備支援
事業の利用者増加
を目指す。

①生活困窮者に対する総合的な相談窓口と
して機能している。一人ひとりに合わせた
支援計画を作成し、住居確保給付金による
家賃の給付および門真市援護資金貸付をは
じめとした生活費の貸付等により、寄り添
いながら自立にむけた支援を実施してい
る。平成28年度からは生活困窮者就労準備
支援事業も開始し、手厚い就労支援を実施
している。

②一人ひとりに合わせた支援策を検討する
ことで、より丁寧な支援を行えるように
なった。

③課題を抱えた方がすぐに相談できるよう
相談窓口の周知に努める。就労支援の利用
者増加に向けた周知・啓発などの取り組み
を行っていく。

引き続き生活困窮者
自立相談支援事業の
実施により、生活困
窮に関する相談を一
元的に受け付ける窓
口として機能すると
ともに、相談者に寄
り添って自立にむけ
た支援に努める。ま
た、生活困窮者就労
準備支援事業の利用
者増加を目指す。

生活困窮者に対
する総合的な窓
口となり、一人
ひとりに寄り
添った自立に向
けての支援が充
実してきている
ことは評価でき
る。さらに、相
談窓口等の周知
に努めていただ
きたい。

福祉政策課
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生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

Ｈ29年5月から福
祉事務所内にハ
ローワークの常設
窓口を開設するこ
とから、生活困窮
者（生活保護受給
者）のためのワン
ストップサービス
を提供し自立支援
に努める。

①課内に就労支援員等を配置及び福祉事務
所内にハローワークの常設窓口を設置し、
生活困窮者（生活保護受給者）の自立支援
を行った。

②就労支援員等を配置及び福祉事務所内に
ハローワークの常設窓口を設置したことに
より、生活困窮者（生活保護受給者）の自
立の助長につながった。

③市が実施する就労支援等事業と、福祉事
務所内に設置したハローワークの常設窓口
とのより密な連携に努め、さらなる生活保
護受給者の自立支援体制の充実を図る。

今年5月にハローワー
クの常設窓口を福祉
事務所内に設置した
ことから、生活困窮
者（生活保護受給
者）のためのワンス
トップ型サービスを
提供し自立支援に努
める。

福祉事務所内に
ハローワークの
常設窓口を設置
し、生活困窮者
の自立支援体制
が整ったと考え
ら れ る 。 今 後
は、連携をより
強化し、就労に
向けての支援体
制がより充実す
ることを期待す
る。

保護総務課・保護課
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就労困難者
に対する就
労支援

母子家庭の母や寡
婦、高齢者や障がい
のある人など、就労
が困難な人の就労を
促進するため、ハ
ローワーク等関係機
関と連携し、就労機
会の確保・拡大に努
めます

地域就労支援セン
ターにおいて、職
業訓練等の情報提
供するとともに、
ハローワークとの
より一層の連携強
化を図り、ひとり
でも多くの就職困
難者が就労できる
ように努める。

①就労支援センターで週３日、就労相談を
実施している。

②地域就労支援センターにおいて、ハロー
ワークで得た情報を提供するといった形で
連携を行うことができた。

③ハローワークとの連携をより強化し地域
就労支援センターによる就労相談・支援に
努める。

地域就労支援セン
ターにおいて、職業
訓練等の情報提供す
るとともに、ハロー
ワークとのより一層
の連携強化を図り、
ひとりでも多くの就
職困難者が就労でき
るように努める。

就労困難な要因
を把握し、一人
ひ と り に 寄 り
添った支援が必
要である。その
ためにも、関係
機関の連携強化
が必要である。
また、就労相談
の周知にさらに
努めていただき
たい。

産業振興課
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8 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

小地域活動
の推進

地域の高齢者や障が
いのある人、子育て
中の親子など支援を
必要とする人々が住
み慣れたまちで安心
して生活できるよう
に、地域住民の参加
と協力による支え合
い、助け合いの取り
組み「小地域活動」
を推進し、地域力の
強化を図ります

引き続き門真市社
会福祉協議会が実
施する小地域ネッ
トワーク活動に対
し、補助金を交付
するとともに、よ
りきめ細やかかつ
実効的な事業が実
施できるような仕
組みづくりや助言
を行っていく。

①門真市社会福祉協議会が実施する小地域
ネットワーク活動に対し事業費補助を行っ
た。

②地域住民が主体となった支え合い活動を
支援することにより、地域力の向上につな
がった。

③地域住民の参加と協力により支え合い助
け合う活動を推進できるような仕組みづく
りや助言を引き続き検討していく。

引き続き門真市社会
福祉協議会が実施す
る小地域ネットワー
ク活動に対し、補助
金を交付するととも
に、よりきめ細か
な、かつ実効的な事
業が実施できるよう
な仕組みづくりや助
言を行っていく。

地域の力が向上
し、地域住民が
支え合い、助け
合う活動がさら
に推進されるよ
う、小地域ネッ
トワーク活動に
よる積極的な情
報提供や啓発活
動、補助金の交
付など、様々な
支援事業の充実
に期待する。

福祉政策課
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9 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 女性であ
ることで
複合的に
困難な状
況に置か
れている
人々への
対策を進
める

情報提供の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、生活情報や行政
サービス情報などを
提供します

広報やホームペー
ジだけでなく、講
演会開催時に情報
提供するなど、困
難な状況にある女
性が安心できる情
報提供を行う。

①女性サポートステーションにおいて女性
のための相談を行うとともに、必要な支援
や情報をワンストップで提供した。

②複合的な要因で困難な状況にある女性が
安心できる支援体制を整えることができ
た。

③さらに周知を行い、安心して日常生活を
送ることができるよう、情報提供に努め
る。

広報やホームページ
だけでなく、講演会
開催時に情報提供す
るなど、困難な状況
にある女性が安心で
きる情報提供を行う

広 報 や ホ ー ム
ページだけでな
く、様々な機会
に 情 報 提 供 を
行っていること
は評価できる。
女性サポートス
テーションの情
報提供の場とし
ての役割をさら
に推進していた
だきたい。

人権女性政策課
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相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員の相談を
引き続き実施する
とともに、関係機
関や庁内各課と連
携し、相談体制の
充実を図る。

①各相談窓口の相談件数
人権相談　　　　　277件
　女性のDV　119件
　高齢者の家族・近隣トラブル　41件
　その他　117件
女性のための相談　251件
　夫婦間トラブル・離婚前相談・DV
100件
　親族間トラブル　60件
　生きづらさ　11件
　その他（生活不安、病気不安、子育て、
恋愛他）80件
人権擁護委員の相談　5件（うち出張相談2
件）
人権擁護委員による人権相談では、市内10
か所の福祉施設や人権週間にあわせてルミ
エールホールにおいて出張相談を実施して
いる。

②相談内容によっては相談者と関係機関の
窓口に同行する「寄り添い相談」や来庁す
ることが困難な相談者に対しては自宅等を
訪問する「訪問相談」を実施するなど相談
者に寄り添った相談対応をおこなってい
る。

③様々な問題をもったケースについて、実
情に合った対応ができるよう、さらなる連
携体制を強化する。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員の相談を引き続
き実施するととも
に、関係機関や庁内
各課と連携し、相談
体制の充実を図る。

出張相談や訪問
相談、寄り添い
相談など、相談
者に寄り添った
相談体制が充実
しており評価で
きる。関係機関
との連携を強化
し、相談体制の
さらなる推進を
期待している。

人権女性政策課
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10 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

相談体制の充実を
図るとともに、関
係各課及び関係機
関とのさらなる連
携強化に努める。

①自立支援員によるひとり親自立支援相談
について211件（3月末時点）対応した。

②ひとり親家庭等の相談内容に応じ、関係
機関等との連携を図り、支援を行った。
　
③ひとり親家庭の相談先として、自立支援
員の周知啓発を行うとともに、関係機関等
と連携するなど、適切な支援に努める。

相談体制の充実を図
るとともに、関係機
関等とのさらなる連
携強化に努める。

自立支援員によ
る相談体制の充
実が図られてい
ることの意味は
大 き い 。 さ ら
に、関係機関と
の 連 携 を 強 化
し、課題に向き
合った適切な支
援の充実に努め
て い た だ き た
い。

子育て支援課
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相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

障がいのある女性
や高齢者・難病等
の方々の相談に対
応できるよう、障
がい者基幹相談支
援センターを中核
としたネットワー
クの強化に引き続
き取り組む。

①障がいのある女性・高齢者・難病等の
方々からの相談、障害者虐待防止法に関わ
る相談等に障がい者基幹相談支援センター
を含め、関係機関と連携して対応するな
ど、相談支援体制の充実が図れた。また、
障害者差別解消法に関する相談にも対応で
きるよう、引き続き庁内への周知及び研修
を実施するとともに、関係機関との連携を
図り相談体制を充実させた。

②関係機関との連携により様々な問題に対
し、スムーズに対応できるよう努めた。ま
た障がい者基幹相談支援センターを中核と
するネットワークによる相談支援体制の構
築ができた。

③今後も障がい者基幹相談支援センターを
中核としたネットワークの強化に取り組む
とともに、各地域での相談支援のニーズを
把握できるよう努める。

２９年度に策定した
第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
障がいのある女性や
高齢者・難病等の
方々の相談に対応で
きるよう、３０年度
開設予定の地域生活
支援拠点及び障がい
者基幹相談支援セン
ターを中核とした
ネットワークの強化
に引き続き取り組
む。

多岐にわたる問
題解決や相談に
対応できるよ
う、引き続き職
員向け研修と相
談体制の充実に
力を入れていっ
てほしい。ま
た、その相談場
所・機関をニー
ズのある人だけ
ではなく、広く
一般にも積極的
に周知してほし
い。周りの人の
情報から相談に
つながることが
あるかもしれな
い。

障がい福祉課
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11 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

母子家庭や寡婦、
障がいのある女
性、外国人女性の
生活保護受給者世
帯について関係各
課及び機関と連携
を図ると共に、専
任の面接相談員を
配置し、人権侵害
などの事情への総
合的な対応に努め
る。

①関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、専任の面接相談員を配置し、母子家
庭や寡婦、障がいのある女性、外国人女性
の生活保護受給者世帯への対応を行った。

②関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、専任の面接相談員を配置することに
より、人権侵害などの事案への対応がきめ
細かく行えるようになった。

③関係各課及び関係機関との連携を今後も
きめ細かく行っていくとともに、専任の面
接相談員の充実を図る。

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性の生活保護
受給者世帯について
関係各課及び機関と
連携を図ると共に、
専任の面接相談員を
配置し、人権侵害な
どの事情への総合的
な対応に努める。

どこで専任の面
接相談員と相談
できるのか、そ
の場所をわかり
やすく、また、
「相談しやすい
場」を作り、ま
たは増やし、そ
の案内を地域自
治会などと連携
して広く周知し
てほしい。

保護総務課・保護課
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相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

関係機関との更な
る連携強化を図
る。

①保健師の訪問や面接等により母子家庭や
障がいのある女性、外国人などを含む、妊
娠中や育児中の女性に対し、人権女性政策
課や子育て支援課、大阪府女性相談セン
ターなどとの連携のもと、DVに関連した一
時避難に対する支援や、保育幼稚園課との
連携のもと、保育所入所のための手続きの
支援、また児童の所属先となる保育園や幼
稚園、小学校などと連携し、児童の発育発
達支援などを行った。H29年度の保健師の
全訪問件数は延1,039件（不在含）、全面
接件数は、延264件であった。

②複数の関係各課と連携することで相談者
に対し充実したきめ細かい対応やサービス
が提供できた。

③引き続き関係各課及び機関との連携強化
を図るとともに専門性の向上に努める。

関係機関との更なる
連携強化を図る。

多様な事例や相
談に対応できる
よう引き続き専
門性を向上させ
ていってほし
い。

健康増進課
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12 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員の相談に
おいて関係各課や
関係機関等との連
携を図り相談対応
の充実に努める。

①各相談窓口の相談件数
人権相談　　　　　277件
　女性のDV　119件
　高齢者の家族・近隣トラブル　41件
　その他　117件
女性のための相談　251件
　夫婦間トラブル・離婚前相談・DV
100件
　親族間トラブル　60件
　生きづらさ　11件
　その他（生活不安、病気不安、子育て、
恋愛他）80件
人権擁護委員の相談　5件（うち出張相談2
件）
人権擁護委員による人権相談では、市内10
か所の福祉施設や人権週間にあわせてルミ
エールホールにおいて出張相談を実施して
いる。

②相談内容によっては相談者と関係機関の
窓口に同行する「寄り添い相談」や来庁す
ることが困難な相談者に対しては自宅等を
訪問する「訪問相談」を実施するなど相談
者に寄り添った相談対応をおこなってい
る。

③様々な問題をもったケースについて、実
情に合った対応ができるよう、さらなる連
携体制を強化する。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員の相談において
関係各課や関係機関
等との連携を図り相
談対応の充実に努め
る。

出張相談や訪問
相談の実施を今
後も充実させて
いってほしい。
その相談に来や
すい、最初の一
歩を後押しして
あげれるよう
な、ソフトなイ
メージの会（お
茶会、井戸端サ
ロン的なもの）
を自治会など地
域の団体と一緒
に企画・実施し
てはどうか。ま
たそういった会
や、今後行う出
張相談会などを
地域の自治会な
どを通して地域
の隅々まで回覧
版などで周知し
てはどうか。地
域と連携するこ
とで、ご近所か
ら相談の必要な
人に情報が渡る
かもしれない。

人権女性政策課
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複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

相談体制の充実を
図るとともに、関
係各課及関係機関
とのさらなる連携
強化に努める。

①複雑な問題に対する解決を図るため、対
象者の状況把握に努め、必要な支援を展開
するべく、関係各課や関係機関と連携を
行った。

②各関係機関と連携を図ることで、毎年増
加する児童虐待をはじめとした様々な相談
に対応することができた。

③平成28年度より要保護児童連絡調整会議
代表者会議を８月開催へ変更（これまでは2
月）したことにより、各関係機関との情報
共有を早期に実施でき、連携しやすい体制
を構築できた。

相談体制の充実を図
るとともに、関係機
関等とのさらなる連
携強化に努める。

相談体制の充実
の課題に従い関
係機関との連携
が図れている。
児童虐待に対応
する相談は早期
発見、保護者に
対する周知が必
要なため関係機
関との連携の強
化が必要である
と認識する。又
要保護児童機関
との密なる連携
をされたい。

子育て支援課

118

13 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

障がいのある女
性・高齢者・外国
人、難病等の方々
が抱える様々な問
題やその世帯の相
談に対して対応が
できるよう、今後
も障がい者基幹相
談支援センターを
中核としたネット
ワークの強化に取
り組むとともに、
社会資源の活用等
に取り組む。

①障がいのある女性・高齢者・外国人、難
病等の方々が抱える様々な問題に関係機関
と連携して取り組んだ。また障がい者基幹
相談支援センターを中核とするネットワー
クによる相談支援体制を充実させた。

②個人の複合的な問題に対応するだけでな
く、世帯の複合的な問題にも対応する等、
関係機関と連携して対応を実施した。また
障がい者基幹相談支援センターを中核とす
るネットワークによる問題解決にも取り組
めた。

③さまざまな問題を抱える障がいのある人
及びその世帯の相談に対して対応ができる
よう、引き続き障がい者基幹相談支援セン
ターを中核としたネットワークの強化に取
り組む。

２９年度に策定した
第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
障がいのある女性・
高齢者・外国人、難
病等の方々が抱える
様々な問題やその世
帯の相談に対して対
応ができるよう、３
０年度開設予定の地
域生活支援拠点及び
障がい者基幹相談支
援センターを中核と
したネットワークの
強化に取り組むとと
もに、社会資源の活
用等に取り組む。

総合的な問題に
対応すべく、障
がい者基幹相談
事業所を基点に
取り組まれてい
る。多義にわた
り幅広い支援が
必要とされ人員
と労力を必要と
する働きだが、
平成30年度に
予定されている
地域生活支援拠
点を核として社
会資源の連携を
持って障がい者
基幹相談支援セ
ンターの更なる
ネットワークに
期待したい。

障がい福祉課
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複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

複合的な問題を抱
えた生活保護受給
者世帯の悩みや困
難を解決するため
関係各課及び関係
機関と連携を図る
とともに、課内の
相談員（子ども健
全育成相談員等）
を活用することに
より問題の解決に
努める。

①関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、課内の相談員（子ども健全育成相談
員等）を活用することにより、子育てや日
常生活における複合的な問題を抱えた生活
保護受給者世帯の悩みや困難を解決し、世
帯の自立助長を行った。

②関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、課内の相談員（子ども健全育成相談
員等）を活用することにより、子育てや日
常生活の悩みや困難が解消され世帯の自立
助長が図られた。

③関係各課及び関係機関と連携をきめ細や
かに行う。また、課内の相談員（子ども健
全育成相談員等）のさらなる活用を行う。

複合的な問題を抱え
た生活保護受給者世
帯の悩みや困難を解
決するため関係各課
及び関係機関と連携
を図るとともに、課
内の相談員（子ども
健全育成相談員等）
を活用することによ
り問題の解決に努め
る。

複合的な問題を
抱えた世帯に対
応するため関係
各課、関係機関
との連携を図り
世帯の自立につ
ながっている。
これらの問題の
早期発見のため
には相談員の活
用と連携、問題
に対応する能力
の開発と連携が
必要となる。よ
り多くの能力あ
る相談員を活用
することが必要
だ。

保護総務課・保護課
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14 基本目標④



平成29年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２9年度
の事業目標

平成２9年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成30年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

関係機関との更な
る連携強化を図
る。

①ＤＶ・虐待・経済面など多様な問題を抱
える家庭については、保健師を中心に関係
各課と連携を図り支援を行っている。

②関係各課と連携を図ることで、家庭内の
問題解決に結びつきやすくなった。

③引き続き関係機関との連携を図るととも
に保健師の資質の向上に努める。

関係機関との更なる
連携強化を図る。

関係機関との連
携が図れた結果
問題解決に結び
ついている。問
題の性質上、時
間と相談時間が
必要であり、深
く掘り下げた相
談による、問題
の早期発見と解
決の資質が必
要。

健康増進課
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15 基本目標④
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